
 

令和７年度 

当初予算（案）の概要 

 

 

阿　南　市 

 

 情報の解禁について 

　「令和７年度当初予算（案）の概要」の情報の解禁については、２月２１日（金）

午前１１時からの当初予算記者発表後といたしますので、ご協力のほど、よろし

くお願い申し上げます。
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令和７年度　当初予算（案）の概要 

 

 

第１　予算編成の基本的な考え方 

 

　（本市を取り巻く厳しい社会経済情勢） 

新年度の当初予算編成にあたりまして、今日の世界情勢については、ロシアのウクラ

イナ侵攻をはじめ、中東における軍事衝突など平和や安全を脅かす事態が顕出し、未だ

収束の目処は立たず、さらなる長期化も予想されるなど予断を許さない状況でありま

す。また、こうした事態は資材やエネルギー価格の高騰を招き、経済のグローバル化に

よる企業間競争の激化や為替相場の変動にも影響を及ぼしており、国内においても物価

高は顕著であり、人手不足とも相俟って、我が国の社会経済を取り巻く環境は一段と厳

しさを増している状況となっております。これらに加え、本市においても、他の多くの

自治体が抱えている人口減少・少子高齢化などの困難な課題、また、地震や全国的にも

頻発する大雨等の災害などへの対応も待ったなしとなっています。 

 

（本市令和７年度当初予算は未来志向で編成） 

　　本市令和７年度予算におきましては、これら課題、一つひとつに臆することなく立ち

向かい、行政サービスの持続可能性も併せて追求していく未来志向の予算として編成す

ることといたしました。具体的には、災害対応力の向上や子育て支援などを強力に推進

すべく避難所等機能強化、小学校施設照明器具の LED への更新による脱炭素化にも対応

した学習環境改善といった新たな対策に取り組むこととしております。また、この予算

では、長年の懸案として認識されつつも具体的な実施が先送りされてきた事業、例を挙

げれば、那賀川地区の拠点ともなる「複合型施設」や阿南駅周辺地域活性化に向け、新

たな賑わいと交流の起点ともなる「新図書館」の整備についても事業化を図ることとす

るなど、これまで市民の皆様と交わした約束につきまして、一步一歩着実に取り組んで

いくこととしております。これらは将来世代に向けた積極的かつ戦略的な「未来投資」

ともなるものです。 

　 

　（新たな総合計画の各施策を積極的に計上） 

また、この度、こうした認識を新たなまちづくり及び地方創生の視点として取りまと

め、2028 年の都市像を「輝く個性を育む自然と調和した産業都市阿南」に据え、総合計

画の見直しを行いました。この総合計画で定めた「新たな都市像」の実現に向けて次の

６つの基本政策に沿って施策を展開することとしております。すなわち『「災害に強く

安全・安心な阿南」の創生』、『「地域産業が伸びゆく阿南」の創生』、『「こどもまんなか

笑顔あふれる阿南」の創生』、『「健康でひとに優しい阿南」の創生』、『「歴史・文化とス
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ポーツでにぎわう阿南」の創生』及び『「地域の個性ときずなが輝く阿南」の創生』と

した政策に沿った施策を展開すべく、関連予算を積極的に計上いたしております。 

 

（新行財政改革推進プランを推進エンジンに） 

さらに、こうした施策を着実に進めていくためには、限りある経営資源の最適配分と

持続可能な仕組みへの変革が必要であることから「新行財政改革推進プラン」を策定

し、「組織・人員体制の最適化」、「財政健全化」、「公共施設マネジメント」、「スマート

自治体の展開」及び「公民連携の推進」という５つの改革の柱を推進エンジンとして実

施することとしております。具体策の一例として令和７年度予算におきましては、交付

税制度上、後年度に財政措置を得られる有利な起債を積極的に活用するとともに、特定

目的基金、とりわけ「ふるさと阿南応援事業基金」の戦略的な活用により、所要一般財

源の低減化により財政調整基金の取崩額の縮小を図り、また、国の「新しい地方経済生

活環境創生交付金」の地域防災緊急整備型に呼応する施策については、３月補正予算と

して、当初予算と一体的に捉え編成するなど、改革を通して、とどまること無く必要事

業を実施・展開するものとしております。 

 

（新たな総合計画と新改革プランの一体的推進元年と位置付け） 

　このように本市をめぐる事情は、人口減少問題をはじめとした大きな課題に直面して

おり、たいへん厳しい状況にありますが、令和７年度を「新たな総合計画と新改革プラ

ンの一体的推進元年」と位置付け、これら課題に正面から向き合い、持続可能なまちづ

くりへと進路を見据え、チャレンジしていくことといたします。この予算が「未来を創

造し、市政の着実な前進を図る革新予算」として「市民の皆様の幸せ」に資するものと

なるよう全庁一丸となって積極的に取り組んでまいります。 

 

 

■一般会計予算規模 

　　３７１億円（対前年度当初　30 億円増、同予算比　＋8.8％） 

　　　うち一般財源 234 億 3,399 万 7 千円 

（　 〃　9,966 万 9 千円減、　 〃　　 ▲0.4％） 

　　（令和６年度：３４１億円 

　　　　　　　　　　うち一般財源 235 億 3,366 万 6 千円） 

 

○財政調整基金繰入額 

　　17 億 7,460 万円（対前年度当初　▲７億 8,740 万円(▲30.7％)） 

　　【令和６年度：25 億 6,200 万円】 
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令和７年度　当初予算案　主要事業等 

 

１　「災害に強く、安全・安心な阿南」の創生　～強靱で自然と調和するまちに～ 

①【新】避難所等機能強化事業《危機管理課》　６,５４０千円 

　　水循環型シャワーシステム 6,500 

　　被災者生活再建支援システム家屋調査用タブレット 40 

　　その他、災害対応資機材、自主防災用倉庫　ほか 

　（以下の３月補正と合わせて避難所等機能強化事業合計　８７,１１８千円） 

　令和６年度３月補正予算（第７号）においても繰越事業として、避難所の生活環境改善

等のため防災用備品等の経費を計上（《危機管理課》　８０,５７８千円） 

　　災害用トイレカー整備 13,778 

　　防災用備品整備 66,800 

　　　エアテント、LED アップライト、パーテーション、炊き出しセット、ポータブル電

源、災害用トイレ等 

 

②【新】小学校屋内運動場空調整備事業《教育総務課》　１,８００千円 

　　　屋内運動場に空調設備を設置し、熱中症予防など教育環境の向上と避難所として

の防災機能の強化を図る 

中野島小、宝田小、大野小、長生小の４校の空調設置設計業務 

 

③【新】消防予防情報管理システム《予防課》　２,１９８千円 

　　ベストル１１９Ｌｉｇｈｔ 

　　　「防火対象物」と「危険物施設」の台帳管理、申請・届出管理、点検・検査状況等

をデータベース化。事故・災害現場での安全で迅速な活動に役立てる 

 

④木造住宅耐震改修加速事業《住宅課》　１１１,１５７千円 

　　県と協調し、耐震改修工事費補助上限拡大等 

　　　耐震改修工事費補助　2,000(上限)×50 戸 

　耐震シェルター設置費補助　800(上限)×８戸 

　　　耐震化工事検査員派遣　4,733　58 戸　ほか事務費 24 

 

⑤防災重点ため池廃止事業《農地整備課》　６５,９７６千円 

　　・月夜ため池廃止工事等　　52,041 

　　・江ヶ谷ため池廃止工事等　13,935 

 

⑥準用河川浚渫事業《土木課》　１７,０００千円 
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　　堆積している土砂を浚渫し、豪雨時等の氾濫を未然に防止 

 

⑦【新】減災化支援事業《住宅課》　１,７４０千円 

　　減災化作業委託　240　感震ブレーカー設置委託　1,500 

　　高齢世帯等自力では対策が困難な世帯を対象。家具の固定や配置の工夫、窓ガラスの

飛散防止等の措置により屋内の安全性を向上(減災化作業上限２万円、自己負担 1/5) 

 

⑧辰巳那賀川樋門改築事業《土木課》　４０６,０４７千円 

　　辰巳工業団地の地震・津波対策（国土交通省への施工委託業務） 

R7:樋門本体工事（函渠工事）、ゲート設備工事等 

 

　⑨【新】災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車整備《消防》　２６９,８６３千円 

　　市内建物の高層化への対応のため３０ｍ級から４０ｍ級へ機能向上させ更新 

　　令和７年９月納車予定 

 

２　「地域産業が伸びゆく阿南」の創生　～多様な産業が元気いっぱいのまちに～ 

　①【新】阿南市バッテリーバレイ推進事業《商工政策課》　３,８００千円 

　　　企業誘致、理工系人材育成によりバレイ構想を推進 

　 

　②有害鳥獣対策事業《農林水産課》　２６,０３１千円 

　　　有害鳥獣駆除報償(阿南地区猟友会) 24,870 

　　　有害鳥獣駆除支援事業補助金 500（阿南地区猟友会） 

　カワウ食害防止対策事業補助 500 

　　　(新)有害鳥獣捕獲檻購入費　161 

　 

③【新】那賀川地区国営総合農地防災事業負担金《農地整備課》　７１８,４１４千円 

　　総事業費 513 億円　受益面積：3,023ha（阿南 2,185ha、小松島 838ha） 

　　南岸堰を補修、8.8km のパイプライン敷設と 9.2km の開水路の改修 

 

④【新】輝け阿南！新規創業促進補助金《ふるさと未来課》　１０,０００千円 

　　　対象：新規創業　　補助上限：200 万円 

 

⑤【新】木育推進事業補助《農林水産課》　５００千円 

　　建築士会主催の小学生高学年向けの木育住育の出前授業の経費を補助。森林環境譲

与税活用 

　　木育（もくいく）とは、木材のよさやその利用の意義を学ぶこと 
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住育（じゅういく）とは、様々な経験から「住」に関するあらゆる知識と「住」を選

択したり、見抜く力を習得し、健全で健康、安心な住生活を実践することができる人を

育てること 

 

⑥【新】全国メンマサミット開催運営補助《農林水産課》　１,０００千円 

　　開催：Ｒ８．２月頃（２日間）予定 

　　内容：講演会（竹林整備について）やＭ－１（メンマワン）グランプリ（全国のクラ

フトメンマを試食し順位を決める）など予定 

 

３　「こどもまんなか笑顔あふれる阿南」の創生　～子育て日本一のまちに～ 

①【新】妊婦歯科健診事業《保健センター》　１,７５０千円 

　　妊娠中期を目途に、歯科健診実施 

 

②不妊治療助成《保健センター》　５,５００千円 

　　生殖補助治療　上限１０万円（５万円引き上げ） 

　　一般不妊治療　上限５万円 

 

③【新】こども食堂支援事業《地域共生推進課》　４,２００千円 

　　阿南市内で活動しているこども食堂に対して支援 

 

④【新】小学校 21 校 LED 化事業（ESCO）《教育総務課》328,000 千円（R8～10 債務負担 3,996） 

　　　　市内 21 校の小学校施設（校舎・体育館）の照明器具を LED に一括更新し、快適な教

育環境の整備と省エネ化及び脱炭素化を図る（2027 年の蛍光灯製造終了） 

ESCO 事業により民間事業者のノウハウを活用 

 

⑤体育施設照明設備改修事業《スポーツ振興課》　６１,０００千円 

　　小学校グラウンド　羽ノ浦小、長生小 

 

⑥小・中学校再編統合関連経費《教育総務課》　６４７千円 

　　小・中学校再編実施計画支援業務委託　学校再編検討会・準備委員会会場使用料ほか 

 

⑦【新】魅力ある新しい学校づくり関連経費《教育総務課》　１０４千円 

　　講師謝礼。小規模特認校制度の導入や再編予定の学校において、魅力ある新しい学校

づくり推進に向け、専門家から指導助言を得る 

 

⑧【新】スクールバス運行委託《教育総務課》　８,６００千円 
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　　椿町中学校区の生徒の阿南第二中学校通学のため運行管理を委託。年間約 300 日 

　 

⑨子育て施設等利用無償化補助金《こども保育課》　５,６００千円 

　　認可外保育施設、一時預かり事業等の利用料に対する補助 

　(新)Ｒ７.４月～市外施設利用者も補助対象 

 

⑩【新】こども計画策定関連経費《こども支援課》　３,４５２千円 

　　こども基本法に基づく「市町村こども計画」を策定 

 

⑪【新】私立保育所等施設設備等整備補助金《こども保育課》　１３８,６９５千円 

　　私立保育施設の定員増に伴う施設増改築費用に対して補助 

〈対象事業〉なかがわ保育園遊戯室拡張 

　　　　　　エクセレント羽ノ浦こども園乳児棟建設及び既設園舎改修 

 

４　「健康でひとに優しい阿南」の創生　～誰ひとり取り残さない共生のまちに～ 

①【新】がん患者医療用補正具助成事業《保健センター》　３００千円 

　　がん治療による外見変化を補うための医療用ウィッグ等の購入費の助成 

 

②重度心身障害者等医療費助成事業《地域共生推進課》　１６４,７００千円 

　　(新)Ｒ７.１０～ひとり親家庭の父母通院分助成開始 

 

③【新】帯状疱疹予防接種事業《保健センター》　８,７３７千円 

　　R７.４.１～定期接種化　　生ワクチン１回又は不活化ワクチン２回 

 　〈対象〉６５歳及び６０～６４歳の方でヒト免疫不全ウイルスにより免疫機能の障害

で日常生活がほとんど不可能な程度の障害を有する方 

 

④重層的支援事業《地域共生推進課》　１３１,２３４千円 

　　Ｒ７～本格移行。従来の支援体制では対応の難しい複雑化・複合化した課題・ニーズ

に対し分野を超えた部局横断的な連携体制を構築し、属性を問わない相談支援・参加支

援・地域づくりに向けた支援を一体的に実施する 

・まんなか会議関連経費　　　　　　　　・弁護士相談委託　等 

 

⑤障害者相談支援事業委託《地域共生推進課》　１０,５５４千円 

　　～Ｒ６ 小松島市、那賀町と委託に係る経費を按分　Ｒ７～阿南市単独で委託 
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⑥【新】インターネット人権モニタリング《人権・男女共同参画課》　６００千円 

　　インターネット上の動画表示及び書込内容をモニタリング 

差別書込の発見・削除要請を行う 

 

⑦教育支援教室推進事業《教育研究所》　１４,４１３千円 

　　不登校支援コーディネーターの配置 

　　学校や家庭を訪問し、支援が必要な児童生徒に多様な居場所の周知や自立に向けて

の支援の充実を図る（会計年度任用職員 1人）　ほか 

 

５　「歴史・文化とスポーツでにぎわう阿南」の創生 

～地域の誇りが交流を生むまちに～ 

①【新】図書館整備事業《図書館》　２５８,５８６千円（R8 債務負担 224,900） 

　　基本実施設計等委託料 71,000（債務負担 224,900）、地質調査委託料 25,700、 

プロポーザル費用等 535、旧阿南図書館建物除却 161,351 

 

②【新】阿南駅周辺地区都市構造再編集中支援事業《商工政策課》　２６,２００千円 

　　・地域創造支援事業　空き店舗活用補助金　4,000 

・エリア価値向上整備事業　広場整備工事　10,000 

・既存建造物活用事業　　　阿南社会福祉会館設計業務委託料等 12,200 

 

③【新】若杉山辰砂採掘遺跡整備事業《文化振興課》　５３,０８４千円 

　　設計業務委託 12,122、史跡整備工事費 30,709、土地購入費 9,480、事務費 773 

 

④第 16 回アジアオープンティーボール国際大会 in ANAN《野球のまち推進課》３,７８０千円 

令和６年度に引き続き、再度、阿南市で開催。JA アグリあなんスタジアム 

　 

　⑤わくわく移住支援事業補助金《ふるさと未来課》　２,０００千円 

R7～ 18 未満の世帯員 1人につき 100 万円加算　支給要件拡充 

　 

　⑥【新】道の駅施設改修事業《商工政策課》　２２,８００千円 

　　　民間提案制度を活用し、道の駅公方の郷なかがわを改修 

　　　パーゴラ撤去 7,900、広場整備 3,700、主棟改修工事 3,200、フェンス取替工事 8,000 

　 

　⑦【新】公民館 LED 化等事業（ESCO）《生涯学習課》68,800 千円（R8～10 債務負担 1,485） 

　　　施設の照明器具の LED 化及び空調機器の改修等により避難所としての機能強化も図

る。民間事業者のノウハウを活用 
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　　・見能林公民館（LED 化、空調機器改修、太陽光発電設備・蓄電池の導入） 

　　・福井公民館（LED 化、空調機器改修） 

　 

　⑧【新】阿波公方シンポジウム《文化振興課》　１９５千円 

　　　阿波公方をテーマに講演会及びパネルディスカッションを実施予定 

合併 20 周年記念事業 

　 

　⑨【新】あなんキッズスポーツフェスタ《スポーツ振興課》　５００千円 

　　　未就学児を対象。「走る」「跳ぶ」「投げる」「踊る」など基本的な動作を主眼に置き、

様々な運動を体験。「達成感」や「成功体験」でスポーツを好きになってほしい 

　　　合併 20 周年記念事業 

 

６　「地域の個性ときずなが輝く阿南」の創生　～持続可能で進化するまちに～ 

①【新】わがまち創生事業《企画政策課》　１４,２００千円 

「わがまち予算交付金」（1,000）のモデル事業として２地区を対象に交付 

「ふるさとづくり基金地域活性化事業補助金」（2,000）、 

「ふるさと活性２１活動補助金」（11,000）、事務費等 200 

 

②【新】那賀川複合施設整備事業《商工政策課》　３４,９００千円（R8債務負担 116,100） 

那賀川複合施設基本実施設計業務委託 

 

③【新】子ども議会関連経費《企画政策課》　７０千円 

対象：中学生を予定　合併 20 周年記念事業 

 

④【新】公民館スマートロック設置等事業《生涯学習課》　４,９４０千円 

　　鍵管理の省人化による管理コストの削減と地域住民の利便性の向上を図る 

　 

⑤自治体情報システム標準化・共通化関連経費《DX 推進課》　２０８,９３３千円 

　　標準化法に基づき令和７年度末までに対象業務の標準準拠システムへ移行 

　　移行に際してはガバメントクラウド（政府共通のクラウドサービス）に接続 

 

⑥ふるさと納税関連経費《ふるさと未来課》　７２１,３００千円 

　　「さとふる（Ｒ２.１０～）」「楽天（Ｒ４.６～）」「ふるさとチョイス（Ｒ５.８～）」

及び「ふるなび（Ｒ６.６～）」の４大ポータルサイトを通してふるさと納税の推進
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第２　一般会計 

　１．予算規模　　３７１億円　　　　　　　　　　対前年度当初比　８．８％増 

 

　　　　　　　　　国の地方財政計画　　　　　　　 ３．６％程度増 

 

　　　　　　　　　一般会計当初予算の伸率　 　 （令和　３年度　　０．４％減） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 （令和　４年度　　４．５％増） 

（令和　５年度　　０．９％増） 

（令和　６年度　　３．２％増） 

 

２． 歳　　入 

 

（１）市税については、法人市民税の動向及び主要な企業の固定資産税等を検討し

て、 

１３１億５，９０３万円を計上　　　　　　　（対前年度当初比　１．７％増） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（２）地方譲与税は、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、特別とん譲与税、森

林環境譲与税の決算見込み等を検討して、 

　　　  　３億３，５２９万８千円を計上 　　 　　（対前年度当初比　９．２％減） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（３）利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、

地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付

金については、景気の動向等及び定額減税による補填の減を検討して、 

　　　　２３億７，７１０万円を計上　　 　  　　（対前年度当初比　２．４％減） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（４）地方交付税については、普通交付税、特別交付税の決算見込み及び地方財政

計画の伸びを比較検討して、 

　　　　５０億６，０００万円を計上　　   （国の地方財政計画の伸び１．６％増） 

　　　　　　　　　　　　　　 　　　    　    （対前年度当初比　１４．７％増） 

　　　　 

（５）国、県支出金については、道路橋りょう整備交付金事業等の投資的経費、児

童手当給付費や生活保護費の扶助費等を考慮し、国及び県の補助率により算出

して、 

　　　　８３億３，７２３万２千円を計上　　　　　（対前年度当初比　９．８％増） 

　　　　 

（６）繰入金については、減債基金からの繰り入れのほか、安定した財政運営を図

るため、財源調整機能を持った財政調整基金からの繰り入れが減のため、 

　　　　２８億９，４４５万７千円を計上　　    （対前年度当初比　１７．９％減） 

　　　　 

（７）市債については、財源不足の補填のための臨時財政対策債の皆減、農業農村

整備や辰巳那賀川樋門改築及び消防防災施設等の整備など投資的事業の計画

的な推進と世代間の公平性に鑑み、 

　　　　３４億３，７２０万円を計上 　      （対前年度当初比　１０８．３％増） 
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３．歳　　出 

 

⑴ 　義務的経費については、１９５億５，１３７万３千円を計上 

（対前年度当初比　１．９％増） 

　　　なお、職員給は現員現給を基本（退職、育休等一部は除く）とし、扶助費は前

年度の決算見込額及び児童手当等の給付見込額を考慮し、会計年度任用職員につ

いても計上 

　　　公債費は発行済額、発行予定額により算出し、年間所要額を計上 

 

⑵ 　投資的経費は、４２億３，６１９万３千円を計上 

　    （対前年度当初比　３９．０％増） 

　　　うち普通建設補助事業費では、道路橋りょう、就学前教育・保育施設整備、木

造住宅耐震改修、都市下水路、若杉山辰砂採掘遺跡整備等で、 

１１億１９６万２千円      （対前年度当初比　　８．６％増） 

　　　うち普通建設単独事業費では、小学校校舎改修、辰巳那賀川樋門改築、緊急消

防援助隊設備整備、道路橋りょう、市道の新設改良・舗装、阿南図書館除却、ク

リーンピュア設備機器整備、準用河川整備事業及び都市排水路新設改良等で、 

３１億１，９０２万６千円      （対前年度当初比　５８．２％増） 

 

⑶ 　その他の経費として、１３３億１，３２９万２千円を計上 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　    （対前年度当初比　１２．２％増） 

　　　主なものでは、 

　　　物件費で、５０億２，９００万４千円     　（対前年度当初比　６．８％増） 

　　　 

　　　維持補修費は、道路、橋りょうなど公共施設の維持費等で、 

３億５，０２６万３千円　　 　（対前年度当初比　３．８％減） 

　　　 

　　　補助費等では、後期高齢者医療広域連合や私立保育所・幼稚園への負担金、国

営総合農地防災事業負担金、多面的機能支払交付金事業、地域公共交通対策事業、

社会福祉協議会及び救急医療対策事業等に対する負担金・補助金等で、 

４６億３８３万１千円 　  （対前年度当初比　２４．９％増） 

　　　 

　　　積立金では、ふるさと納税を活用し、「ふるさと阿南応援事業基金」へ積み立

てるための積立金等で、 

　　 　　　       ３億７，３８３万５千円　　 （対前年度当初比　８０．１％増） 

　　　 

　　　貸付金では、災害援護資金貸付金で、 

　　 　 　　　          　１５０万円    　      （対前年度当初比　０．０％　） 

　　　 

　　　繰出金では、介護保険、国民健康保険、公共下水道、後期高齢者医療等の各特

別会計等に対する繰出金で、 

　　　    　　　２９億２，３９０万１千円   　　 （対前年度当初比  ２．２％増） 
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第３　特別会計 

                                          　　　　　　　　 （対前年度当初比） 

１．国民健康保険事業会計 

予算規模　　　　　　７５億５，７００万円 

（前年度当初予算額  　　  ７７億２，１００万円）　  　 ２．１％減 

２．加茂谷診療所事業会計 

予算規模　　　　        　８，４００万円 

（前年度当初予算額 　           ８，４００万円）     　０．０％ 

３．伊島診療所事業会計 

予算規模　              　１，４００万円 

（前年度当初予算額　　　        １，４００万円）     　０．０％ 

４．加茂谷財産区運営事業会計 

予算規模　                　　　３６万３千円 

（前年度当初予算額 　　           ３６万３千円）　  　 ０．０％ 

５．伊島財産区運営事業会計 

予算規模　　　　　　　        ２０７万８千円 

（前年度当初予算額   　         ２０５万１千円）  　   １．３％増 

６．住宅新築資金等貸付事業会計 

予算規模  　　     　　   　  ３１０万円 

（前年度当初予算額  　       　 　　５８０万円）  　 ４６．６％減 

７．介護保険事業会計 

予算規模　          ８７億９，０７０万円 

（前年度当初予算額        ８６億７，８００万円）    　 １．３％増 

　８．伊島地区生活排水処理事業会計 

　　　予算規模　　　　　　　    ３，９８０万円 

（前年度当初予算額　          　　　８６０万円）   ３６２．８％増 

９．学校給食事業会計 

　　　予算規模　 　         ３億７，０００万円 

（前年度当初予算額        　３億７，３００万円）       ０．８％減 

10．奨学資金貸付事業会計 

　　　予算規模　　　　          ２，３５０万円 

（前年度当初予算額 　           ２，２１０万円）  　 　６．３％増 

11．豊香野地区生活排水処理事業会計 

　　　予算規模　　　　      　   　 ８５０万円 

（前年度当初予算額  　　            ９００万円）     　５．６％減 

12．後期高齢者医療会計 

　　　予算規模    　　　  １４億１，９００万円 

（前年度当初予算額 　     １３億９，８９０万円）       １．４％増 

13．西春日野生活排水処理事業会計 

　　　予算規模    　　　        １，４５０万円 

（前年度当初予算額 　 　        １，６７０万円）　 　１３．２％減 
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14．夜間休日診療所事業会計 

　　　予算規模    　　　        ３，９９０万円 

（前年度当初予算額 　　　　　　 ３，６９０万円）　　　 ８．１％増 

15．椿診療所事業会計 

　　　予算規模    　　　        １，４００万円 

（前年度当初予算額 　　　　　　 １，４００万円）　　 　０．０％ 

 

 

【特別会計合計】 

 

　　　予算規模　　　　　１８３億８，０４４万１千円 

　　     　（前年度当初予算額　１８４億１，９８１万４千円）　　   ０．２％減 

 

　　　　　 ※前年度当初予算額には、春日野地域下水道事業会計 

（３，５４０万円）を含む 

 

 

第４　企業会計 

 

１． 水道事業会計 

　　　　　　　　   　収        入　　　　　　　　　　 支        出 

　収益的収支　 １５億２，１３４万６千円　　  　 １４億６，２３９万７千円 

　　　　　　（対前年度当初比　　０．１％減）　（対前年度当初比　３．２％減） 

　資本的収支　 　８億６，１１４万２千円　　 　　１４億９，０１０万３千円 

　　　　　　（対前年度当初比　　４．５％増）　（対前年度当初比１１．４％減） 

 

２． 公共下水道事業会計 

　　　　　　　　   　　収        入　　　　　　　　　　 支        出 

　収益的収支　 　５億７，６６９万９千円　　  　 　５億７，６６９万９千円 

　　　　　　（対前年度当初比　１０．３％増）　（対前年度当初比１０．３％増） 

　資本的収支　　 ２億３，２８１万８千円　　 　　　３億５，４０９万１千円 

　　　　　　（対前年度当初比　　４．３％減）　（対前年度当初比１１．５％減） 

　　　　　　（令和７年度から春日野地域下水道事業を統合） 

 

３． 羽ノ浦農業集落排水事業会計 

　　　　　　　　   　　収        入　　　　　　　　　　 支        出 

　収益的収支　 　１億３，６７５万６千円　　  　 　１億３，６７５万６千円 

　　　　　　（対前年度当初比　　１．１％増）　（対前年度当初比　１．１％増）　　　　　　

　資本的収支　　 　　８，７１７万９千円　　 　　　　　９，１３０万５千円 

　　　　　　（対前年度当初比　１６．６％減）　（対前年度当初比１５．０％減） 

14



総 額 Ａ 一般財源Ｂ 総 額 Ｃ 一般財源Ｄ

1 市 税
13,159,030 13,159,030 12,934,320 12,934,320 1.7 35.5

2 地 方 譲 与 税
335,298 335,298 369,212 369,212 △ 9.2 0.9

3 利 子 割 交 付 金
8,400 8,400 5,300 5,300 58.5 0.0

4 配 当 割 交 付 金
104,000 104,000 84,000 84,000 23.8 0.3

5
株式等譲渡所得割
交 付 金 164,000 164,000 97,000 97,000 69.1 0.4

6
法 人 事 業 税
交 付 金 160,000 160,000 163,000 163,000 △ 1.8 0.4

7 地方消費税交付金
1,839,000 1,839,000 1,686,000 1,686,000 9.1 5.0

8
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金 20,000 20,000 22,000 22,000 △ 9.1 0.1

9 環境性能割交付金
27,000 27,000 24,500 24,500 10.2 0.1

10
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金 865 865 853 853 1.4 0.0

11 地 方 特 例 交 付 金
54,700 54,700 354,800 354,800 △ 84.6 0.1

12 地 方 交 付 税
5,060,000 5,060,000 4,410,000 4,410,000 14.7 13.6

（1）普通交付税
4,800,000 4,800,000 4,150,000 4,150,000 15.7 12.9

（2）特別交付税
260,000 260,000 260,000 260,000 0.0 0.7

13
交通安全対策特別
交 付 金 6,200 6,200 9,500 9,500 △ 34.7 0.0

14 分担金及び負担金
49,566 200 50,218 200 △ 1.3 0.1

15 使用料及び手数料
366,537 21,292 370,986 21,143 △ 1.2 1.0

16 国 庫 支 出 金
5,530,323 0 4,903,186 0 12.8 14.9

17 県 支 出 金
2,806,909 0 2,691,064 0 4.3 7.6

18 財 産 収 入
17,336 11,120 14,366 8,023 20.7 0.0

19 寄 附 金
724,310 10 403,110 10 79.7 2.0

20 繰 入 金
2,894,457 2,382,943 3,527,298 3,172,729 △ 17.9 7.8

うち財政調整基金
1,774,600 1,774,600 2,562,000 2,562,000 △ 30.7 4.8

21 繰 越 金
10 10 10 10 0.0 0.0

22 諸 収 入
334,859 79,929 329,077 81,066 1.8 0.9

23 市 債
3,437,200 0 1,650,200 90,000 108.3 9.3

37,100,000 23,433,997 34,100,000 23,533,666 8.8 100.0

自 主 財 源
17,546,105 15,654,534 17,629,385 16,217,501 △ 0.5 47.3

依 存 財 源
19,553,895 7,779,463 16,470,615 7,316,165 18.7 52.7

令和７年度一般会計当初予算等に関する調

（１）　歳入の状況 （単位：千円）

令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額

合 計

※自主財源とは、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入の合計額である。

区       分

比　　較
(A/C-1)
× 100
 %  Ｅ

Ａ の
構 成 比

％

内　

訳
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総 額 Ａ 一般財源Ｂ 総 額 Ｃ 一般財源Ｄ

1 人 件 費 8,941,616 8,488,208 9,137,083 8,774,577 △ 2.1 24.1
（1）議員・委員等
 報酬特別職の給与 1,364,668 1,217,522 1,172,095 1,072,285 16.4 3.7

（2）職　員　給 5,722,751 5,479,873 5,939,572 5,730,706 △ 3.7 15.4

（3）そ　の　他 1,854,197 1,790,813 2,025,416 1,971,586 △ 8.5 5.0

2 物 件 費 5,029,004 3,819,523 4,709,698 3,847,453 6.8 13.6

3 維 持 補 修 費 350,263 313,746 363,985 322,424 △ 3.8 0.9

4 扶 助 費 7,016,415 2,004,786 6,589,612 1,956,514 6.5 18.9

5 補 助 費 等 4,603,831 2,412,710 3,687,102 2,332,738 24.9 12.4
う ち 一 部 事 務
組 合 負 担 金 1,166,082 1,166,082 1,082,959 1,082,959 7.7 3.1

6 普 通 建 設 事 業 4,220,988 647,833 2,986,530 745,911 41.3 11.4

（1）補助事業費 1,101,962 177,297 1,014,458 183,085 8.6 3.0

（2）単独事業費 3,119,026 470,536 1,972,072 562,826 58.2 8.4

7 災 害 復 旧 費 15,205 6,453 61,990 8,033 △ 75.5 0.0

（1）補助事業費 15,205 6,453 61,990 8,033 △ 75.5 0.0

（2）単独事業費 0 0 0 0 0.0 0.0

8 公 債 費 3,593,342 3,466,648 3,463,963 3,316,549 3.7 9.7

9 積 立 金 373,835 3,381 207,553 4,360 80.1 1.0

10 投資及び出資金 100 100 0 0 0.0 0.0

11 貸 付 金 1,500 0 1,500 0 0.0 0.0

12 繰 出 金 2,923,901 2,240,609 2,860,984 2,195,107 2.2 7.9

13 前年度繰上充用金 0 0 0 0 0.0 0.0

14 予 備 費 30,000 30,000 30,000 30,000 0.0 0.1

37,100,000 23,433,997 34,100,000 23,533,666 8.8 100.0

※一部事務組合負担金

51,505 51,505 32,739 32,739 57.3

13,000 13,000 13,000 13,000 0.0

6,017 6,017 5,917 5,917 1.7

1,095,560 1,095,560 1,031,303 1,031,303 6.2

1,166,082 1,166,082 1,082,959 1,082,959 7.7

（２）　歳出の状況 （単位：千円）

令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額

合 計

老 人 ホ ー ム
福 寿 荘 組 合
那 賀 川 北 岸 地 域
湛 水 防 除 施 設 組 合
徳島県市町村総合事務
組合 ( 徳 島 滞 納 整 理 機 構 )

徳 島 県 後 期 高 齢 者
医 療 広 域 連 合

合　　　計

区       分

比　　較
(A/C-1)
× 100
 %  Ｅ

Ａ の
構 成 比

％
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総 額 Ａ 一般財源Ｂ 総 額 Ｃ 一般財源Ｄ

1 議 会 費
294,741 294,561 313,346 308,634 △ 5.9 0.8

2 総 務 費
4,173,849 2,956,432 3,630,871 2,889,694 15.0 11.3

3 民 生 費
12,604,022 5,991,853 11,850,503 5,993,042 6.4 34.0

4 衛 生 費
3,414,022 2,908,645 3,495,496 2,988,998 △ 2.3 9.2

5 労 働 費
14,296 7,656 23,628 14,800 △ 39.5 0.0

6 農 林 水 産 業 費
1,798,797 555,211 987,609 571,373 82.1 4.8

7 商 工 費
391,820 210,714 298,272 222,923 31.4 1.1

8 土 木 費
2,720,381 941,865 2,426,667 975,115 12.1 7.3

9 消 防 費
1,524,572 1,148,449 1,280,938 1,117,930 19.0 4.1

10 教 育 費
3,990,916 2,806,518 3,760,372 3,028,849 6.1 10.8

11 災 害 復 旧 費
15,205 6,453 61,990 8,033 △ 75.5 0.0

12 公 債 費
3,593,342 3,466,648 3,463,963 3,316,549 3.7 9.7

13 諸 支 出 金
2,534,037 2,108,992 2,476,345 2,067,726 2.3 6.8

14 前年度繰上充用金
0 0 0 0 0.0 0.0

15 予 備 費
30,000 30,000 30,000 30,000 0.0 0.1

37,100,000 23,433,997 34,100,000 23,533,666 8.8 100.0

総 額 Ａ 一般財源Ｂ 総 額 Ｃ 一般財源Ｄ

19,551,373 13,959,642 19,190,658 14,047,640 1.9 52.7

4,236,193 654,286 3,048,520 753,944 39.0 11.4

13,312,434 8,820,069 11,860,822 8,732,082 12.2 35.9

37,100,000 23,433,997 34,100,000 23,533,666 8.8 100.0

（３）　目的別歳出の状況 （単位：千円）

令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額

合 計

（４）　性質別歳出の状況 （単位：千円）

令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合 計

※義務的経費とは、人件費、扶助費及び公債費の合計額であり、投資的経費とは、普通建設事業費と災害復旧費の合計額である。

区       分

比　　較
(A/C-1)
× 100
 %  Ｅ

Ａ の
構 成 比

％

区       分

比　　較
(A/C-1)
× 100%  

Ｅ

Ａ の
構 成 比

％
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令和７年度当初予算(案)における主要事業
行政機構別主要事業一覧表

(単位：千円)

１　企画部

　（秘書広報課）
1 広報あなん発行関係業務 ２６,９６１

1
　「広報あなん」　Ｈ１８～Ａ４判　30,800部

2 阿南市広報番組制作業務委託 ４４０

2
　市政広報番組「広報あなん動画版」４番組を制作し、ケーブルテレビ等で放映

3 国際交流協会補助金 ３００

3
4 表彰事業関連経費 ２５９

4

　周年行事の際に行っていた表彰事業を単年ごとに行うもの
　対象者は市の表彰条例に該当する方

4

4　　　 （人事課）
5 (新) 第三者調査委員会関連経費 ７９１

5

　基金運用における債券購入についての第三者調査委員会
　事実確認と原因究明を行い、再発防止と運用方法の見直しにつなげることを目的

6 (新) ハラスメント相談事業 １４６

6
　市職員を対象に月に2時間の相談対応

7 (更新) 人事給与システム改修事業 ３,０００

7
　子ども・子育て支援金制度改正に伴うシステム改修

8 録画型ＷＥＢ選考システム使用料 ２２９

8

　ＷＥＢ方式による録画動画面接により、受験者全員の人物や意欲を確認することで、優秀な人材確
保につなげる

9 職員採用試験業務委託 １,７４６

9

　受験者自身が日時や会場を選ぶテストセンター方式の導入など、受験機会を確保することで、受験
者の母集団形成につなげる

10 庶務管理システム使用料 ４,８０５

10
　出退勤や休暇、時間外勤務等の管理をシステムで対応する

11 人事評価制度運用支援業務委託 １,６４６

11

　Ｈ２８から本格実施　公正かつ客観的な人事を行うため導入
　Ｈ２２:システム・マニュアル構築　　　Ｈ２３：課長補佐級まで試行　
　Ｈ２４～２７：全職員を対象に試行

12 職員ストレスチェック診断委託 ４９３

12
　労働安全衛生法の改正により従業員５０人以上の事業者に年１回以上義務付

12

12　　　 　　（企画政策課）
13 (新） わがまち創生事業 １４,２００

13

　R7は「わがまち予算交付金」のモデル事業として２地区を対象に交付
　将来的に「ふるさとづくり基金地域活性化事業補助金」「ふるさと活性２１活動補助金」と
統合予定

14 (新） こども議会関連経費【合併２０周年記念事業】 ７０

14
　これまで周年記念行事として開催

18
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15 (新） 阿南市総合計画中間見直しによる印刷費 ５００

15
16 (新） 市勢要覧印刷費 ３５０

16
17 (新） ケーブルテレビ事業者出資金 １００

17

　「ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化事業」における事業費の一部補助制度に
ついて、市が出資することにより業者２社が第三セクター法人として補助金を活用でき、
事業運営の安定に寄与

18 定住自立圏・広域行政推進事業 １８９

18

　事務局等経費　「阿南市・那賀町・美波町」定住自立圏に、Ｈ２９より「牟岐町、海陽町」を加え
て１市４町の体制で事業推進

19 定住自立圏共生ビジョン実施事業 ９９,５４２

19

【企画部】職員人材育成事業（人事課）など２事業：２,３７２
【危機管理部】防災対策相互支援基盤整備事業（危機管理課）の１事業：２,３１０
【市民部】女性支援パートナーシップ事業（人権・男女共同参画課）など２事業：１，５４６
【保健福祉部】医師確保対策事業（保健センター）の１事業：７８,５１４
【産業部】広域観光圏実現事業（商工政策課）など５事業：５,１０４
【教育委員会】図書館蔵書充実事業（図書館）など３事業：６,２２０
【建設部・特定事業部】高速自動車道整備促進事業（特定事業推進課）など４事業：３,４７６
全１８事業《個別実施事業の取組詳細は各担当課》
※火葬場使用料軽減分（収入減）7,600除く

19

19　　　　　（DX推進課）
20 (新) キントーン利用料 １,６４６

20

　プログラミングの知識がなくても、ノーコードで業務のシステム化や効率化を実現するアプリがつ
くれるクラウドサービス

21 (継・新) 自治体情報システム標準化・共通化関連経費 ２０８,９３３

21

　標準化法に基づき令和７年度末までに対象業務の標準準拠システムへ移行
　移行に際し、ガバメントクラウド（政府共通のクラウドサービス）に接続

22 (更新) 住民基本台帳ネットワークシステム関連経費 １５,９０９

22
　機器更改に係る経費

23 (更新) ２要素認証システム構築 ６,０００

23
　OS更新(Windows11)に伴うシステム更新

24 (更新) マイクロソフトオフィス更新 ８,８４０

24
　サポートがR7.10で切れるため更新する必要あり

25 (更新) 庁内仮想サーバ一式更新 １５,６００

25
　仮想サーバの保守がR8.7に切れるため更新する

26 (更新) 遠隔地用ミニPC購入 ２００

26
　遠隔地に送るバックアップデータの書き込みに使用

27 (更新) 庁内ＰＣ更新関連経費 ７,５１５

27
　Windows10サポート終了(R7.10.14)に伴う庁内ＬＡＮパソコンの購入及びソフトウェア更新

28 (更新) 庁内電子機器更新関連経費 ２１,０００

28
　大型プリンタ、OCR機器等

29 公開型GISシステム関連経費 １,６５７

29
　情報公開設定の切り替えを行えるようにするための改修含む

30 ＡＩ業務アシスタントサービス使用料 ９２４

30
　文章草案の作成や校正を行う生成AIを活用し、職員の業務効率化を図る
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31 自治体情報セキュリティ向上プラットフォーム利用料 １５０

31
　サーバやPC、ウイルス対策ソフトに最新データの自動適用を行い、セキュリティ向上を図る

32 公共施設予約システム関連経費 １,８７５

32

　R7.2～2施設（羽ノ浦スポーツセンター、見能林公民館）を追加し、現在９施設のオンライン予約が
可能

33 番号法関連経費 ３,３３７

33
　番号連携サーバサポート

34 阿南市ＬＩＮＥ公式アカウント機能拡張事業 ２,０８６

34

　電子申請サービス連携やセグメント配信実装により情報到達の動線整備や
市民サービス向上を図る

35 ＬｏＧｏチャット使用料 ２,４３６

35
　６１５ライセンス×１２ヶ月分の使用料

36 ＡＩチャットボット使用料 ７９２

36
　市HP・公式LINE上のＡＩキャラクターが、質問に対し自動回答または、最適なページへ誘導

37 ＡＩ議事録作成支援システム使用料 ６６０

37
38 電子自治体の構築についての研究委託 １,３００

38
　(阿南高専に委託) セキュリティポリシー研修、情報セキュリティ内部監査など

39 徳島県自治体セキュリティクラウド運用負担金 １０,１６８

39
　公益財団法人ｅ－とくしま推進財団へ支払

39

39　　　　　　　　（ふるさと未来課）
40 (新) 輝け阿南！新規創業促進補助金 １０,０００

40

現行の補助金制度を見直し、大幅にリニューアル
【主な変更点】補助上限額を150万円から200万円に拡大
　　　　　　　対象を新規創業のみ　（～R6新規創業・事業再構築）

41 (継・拡) 白金阿波おどり旅費 ２,７５４

41
　港区との連携発展に向けた気運醸成

42 (継・拡) わくわく移住支援事業補助金 ２,０００

42
　R7～ 18未満の世帯員1人につき100万円加算　支給要件拡充

43 (継・拡) 地域おこし協力隊受入団体登録及び配置検討委員会関連経費 １１５

43
　地域おこし協力隊アドバイザーを招き、次年度の協力隊受入団体を決定する検討委員会を実施

44 (継・拡) ふるさと納税関連経費 ７２１,３００

44

　「さとふる（Ｒ２.１０～）」「楽天（Ｒ４.６～）」「ふるさとチョイス（Ｒ５.８～）」「ふるな
び（Ｒ６.６～）」の４大ポータルサイトを通してふるさと納税を推進

45 (継・改) 婚活応援事業 １４,７５３

45

　・結婚新生活支援事業補助金
　　世帯所得が500万円未満かつ39歳以下の新婚夫婦に住宅の取得費用、引越費用等を補助
　・阿南市出逢い応援事業
　　県、マリッサとくしまと協働で婚活イベントを実施

46 企業版ふるさと納税推進関連 ２２０

46
47 チャレンジ都市阿南創造事業補助金 ２,１３３

47

　ＳＤＧｓの実現、ＥＳＧ経営に関係する商品開発等先導的なビジネス展開の取組に対して補助
　Ｒ５年度より成果連動型補助金として交付(当年度に初期費用、次年度に事業実績分)
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48 公民連携移住支援事業補助金 ２,０００

48

　空き家等休眠資産の活用、移住者誘致に係る活動、関係人口の深化に係るそれぞれの経費の一部を
移住支援団体に補助　

49 大正大学との地域構想連携研究委託 ２,５００

49

　大正大学地域構想研究所と連携し、「関係人口の調査・分析、定住促進や若者の人材育成、ＳＤＧ
ｓの啓発・普及、地域を構想する人材育成に関すること」等について連携協力
　R7では「Uターン推進プロジェクトの調査研究」を追加

50 「みなみ阿波」若者創生事業 １,９２０

50
　県及び県南部圏域市町が一体となり、移住・定住施策等を加速化

51 ふるさと会補助金 ６００

51
　関西及び東京阿南ふるさと会に対する補助

52 ＳＵＰレースイベント企画開催委託 ２,５００

52
　淡島海岸にて開催

53 ＳＵＰタウンプロジェクトに係る関係人口創出委託 １,８５９

53

　マリンアクティビティを活用したイベントの企画や運営、商品化事業、ＥＳＰＡ事業者への取組取
材や広報、環境美化活動の企画運営を実施し、関係人口の創出・拡大・深化を図る

54 地域おこし活動支援事業 ３３,８００

54

　都市地域から「地域おこし協力隊員」を任命。地域おこしの支援や地域協力活動に従事
（隊員７名）

55 移住コーディネーターに要する経費 ４,３５２

55
　コーディネーター１名を配置　移住希望者や移住者への対応、ＨＰやＳＮＳによる情報発信等　

56 お試し滞在費補助金　 ３００

56

　定住及び移住を目的とし、市移住交流支援センターを通して、住居または仕事を探す活動、地域情
報を収集する活動等を行う者に対して、宿泊費の一部を補助
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(単位：千円)

２　総務部

　　　 （総務課）
1 (拡） 文書管理システムクラウドサービス利用料 ７,１６８

1
　電子決裁及び文書等の管理

2 (更新) 庁舎維持修繕事業 ４,０００

2
　庁舎防犯カメラ設備修繕　3,000　自動制御機器システム用無停電電源装置修繕　1,000

3 (更新) 入札管理システム更新業務 ４４０

3
　県改修に伴う更新業務委託

3

3　　　 （財政課）
4 財務会計システム関係経費 ４,１７２

4
　オンプレミス版からクラウド版へ切替　R6.10～

5 長期債の償還 ３,５８９,７４２

5
　元金償還額：3,422,366　利子支払見込額：167,376

5

5　　　 （税務課）
6 (新) 固定資産税業務支援システム移行業務 １０,９００

6
　固定資産税業務支援システムをR7.10月にオンプレミス型からクラウド型に変更

7 (更新) 地方税ポータルシステム改修委託 １６５

7
　電子申告、電子申請等手続きの拡充

8 (更新) 申告支援システム持出環境用ノートパソコン購入 １,３２０

8
　市民税申告用　Windows11対応のため

9 (改) 令和９年度評価替えに係る標準宅地鑑定委託 ３１,９８６

9
　３年毎に実施　469地点

10 (改) 令和９年度評価替えに係る基準田鑑定委託 ８８

10
11 ＰＯＳ機能付セミセルフレジ運用経費 ２２８

11
　Ｒ５.１１月導入　証明発行手数料の支払いが可能でキャッシュレス決済にも対応

12 固定資産評価調査業務委託 ３２,６５４

12
　総額：８７,０４２（Ｒ６～Ｒ８）

13 預貯金等照会システム利用経費 １,０２３

13
　Ｒ５利用開始　預貯金等調査を書面で行うよりも安価かつ迅速に実施可能

14 徳島県市町村総合事務組合徳島滞納整理機構負担金 ６,０１７

14
　Ｈ１８～　専門的徴収実務の知識、技術、ノウハウを会得し、徴収率の向上を図る
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(単位：千円)

３　危機管理部

　（危機管理課）
1 (新) 水循環型シャワーシステム購入 ６,５００

1
　避難所における衛生環境改善のためシャワーを整備　災害時相互応援の視点からも必要性あり

2 (新) 被災者生活再建支援システム家屋調査用タブレット購入 ４０

2
　現地調査用タブレット端末 1台

3 (新) 防災減災・危機管理アドバイザー ６２

3
　防災・減災に関する市の施策に対する助言のほか講演会の講師を依頼

4 (新) 災害時協力井戸制度関連経費 ２７８

4
　災害時に使用できる生活用水確保のため民間井戸を登録　水質検査手数料を市が負担

5 (更新) Jアラート受信機更新 ４,５００

5
　Jアラート新型受信機の整備

6 (更新) 徳島県総合情報通信ネットワークシステム更新 １３,１２５

6
　衛星系通信回線設備をより高性能な次世代型へ移行

7 (継) 市道島尻八丁池中屋線改良事業 ７,５００

7

　自衛隊駐屯地関連基盤整備事業として、狭隘な市道島尻八丁池中屋線の拡幅や
擁壁強化、舗装工事

8 (継) 小延地区農業用水路改修事業 １０,０００

8
　自衛隊駐屯地関連基盤整備事業として、老朽化した農業用用排水路の改修工事

9 総合防災訓練経費 ５５９

9

　住民の防災意識と地域の防災力を高めるとともに、防災関係機関の連携強化による
災害対応能力向上を図る

10 個別避難計画策定業務 １４０

10
　避難行動要支援者に対する個別避難計画の作成

11 自主防災組織設立支援 ９２５

11
　組織設立時ヘルメット、信号灯、電池式メガホン支給

12 自主防災組織育成事業補助金 １,５５５

12
13 自主防災連合会活動支援経費 １４０

13
14 阿南市自主防災組織連絡会経費 ６４

14
　R3.12に自主防災会連合会を１つにまとめた組織を設立

15 災害対策非常用備蓄食料確保事業 ３,９００

15
　保存水　アルファ米　クラッカー　粉ミルク等

16 南海トラフ巨大地震等対策事業 ５,５６０

16

　避難路整備重機借上　　避難場所・避難路等整備用クラッシャーラン支給
　備蓄倉庫・資機材の設置

17 徳島県消防防災ヘリコプター運航連絡協議会負担金　 ４,９２９

17
　（人口割６５％　均等割２５％　面積割１０％）

18 防災行政無線管理業務 ２３,３７０

18
19 冠水センサー管理業務 ４６１

19
　羽ノ浦町山分地区に設置した冠水センサー及びwebシステムにより内水氾濫状況を監視
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(単位：千円)

４　市民部

　（市民生活課）　　　　　 （市民生活課）
1 (新) しらさぎ集会所解体に係る工事損害調査業務 ５,５００

1
　令和８年度解体に向け、建物周辺の工事損害調査の実施

2 (新) 本庄公会堂トイレ洋式化事業 ５００

2
　男性用トイレ１基を洋式化

3 (新) 戸籍法改正に伴う振り仮名対応業務 ４,０６２

3

・派遣業務委託料　４，０６２　【国費上限４，０６２】
　戸籍の届出、審査、システム入力等の業務
【以下２項目は令和６年度３月補正計上→令和７年度繰越予定　国費上限６，９４３】
・振り仮名通知書作成委託　３，４６５　
・通知書郵送料　　　　　　３，４７８

4 阿南市交通安全教育推進協議会補助 ３,１２６

4
　事務局：阿南市

5 阿南市安全・安心まちづくり活動助成事業 ４５０

5

　地域の安全を守る会へ助成　（１団体　年間限度額　３０×１５地区）　Ｈ１８～
　事務局：阿南市

6 阿南防犯連合会活動助成事業 １,０００

6
　事務局：徳島県警阿南署

7 暴力排除阿南市民協議会活動助成事業 ３００

7
　事務局：徳島県警阿南署

8 阿南市集会所等建築費等補助事業 ６００

8
　老朽化した集会所設備の修繕や解体費に対する補助

9 阿南市離島航路運営費補助事業 ５３,１６８

9
　（伊島～答島間）

10 阿南市不定期航路事業運営費補助事業 ９９４

10
　連絡船みしまドック入り時の代替運航事業者補助

11 伊島町振興事業補助事業 １９８

11
　神野　知基金利子運用

12 支所維持管理費 １,３３０

12

○那賀川支所玄関屋上防水修繕　４００
○羽ノ浦支所　ＰＣＢ処分・廃棄委託業務　９３０（住宅、こども保育、人権男女分含む）

13 (継･新) マイナンバーカード交付促進事業 ２３,７８１

13

　マイナンバーカード取得促進に関する経費（国）10/10
　【新】行政書士によるマイナンバーカード取得サポート委託　４９０

14 決済端末（セミセルフレジ）に係る経費 ６００

14

　利用者支払い方法の選択肢増や窓口滞在時間の短縮による市民サービス向上及び
業務の効率化を図る
　Ｒ５.２にキャッシュレス決済が可能なセミセルフレジを２台導入、新紙幣対応済

15 (更新) 戸籍システム機器更新 １９,４１９

15
　戸籍システム用端末５台（本庁３、支所1台ずつ）と自動契印機の保守が切れるため更新

16 (更新) 戸籍・戸籍附票・コンビニ交付システム改修費(標準化関連) １４,８５０

16

・戸籍・戸籍附票の標準準拠システム移行費用　　　１０，５８２
・標準化に係るコンビニ交付システム連携再構築費用　４，２６８
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17 住民票等コンビニ交付関連経費 ７,８０４

17

　Ｈ３１.４からのコンビニ交付（マイナンバーカード活用）の運用経費
　交付手数料　交付システムクラウド利用料　交付運営負担金 

18 消費生活センター・消費生活室管理運営費 １１,５４０

18
　消費生活センター：Ｈ２２.４開設(消費生活相談等事業等)　Ｒ５.２より事務所を本庁に移転

19 法律相談 ６３０

19
　弁護士報償〈毎月第１木曜日、偶数月の第３木曜日　１３：３０～１６：３０〉年間１８回

20 阿南市戦没者追悼式開催経費 １,０４５

20
　送迎バス借上補助金、式場設営撤去費等

20

20　　　 （葬斎場）
21 (更新) い号炉及び火葬台車更新 ３３,０００

21
　老朽化した炉内耐火物及び炉内台車を更新。

22 火葬炉設備等修繕 １,５００

22

22　　　　　　　　　　 （人権・男女共同参画課）
23 (新) インターネット人権モニタリング ６００

23

インターネット上の動画表示及び書込内容のモニタリングにより、
差別書込の発見・削除要請を行う

24 (新) 大京原会館改修事業 １３,７７９

24
　Ｒ２年６月から閉館中の大京原会館の耐震改修設計及び改修設計

25 パートナーシップ・ファミリーシップ制度啓発 １４１

25
　制度の周知、理解を深めてもらう

26 阿南市配偶者暴力相談支援センター事業 ７,３３８

26
　ＤＶに対する相談、カウンセリング、同行支援などをワンストップで行う（Ｈ２７.４開設）

27 犯罪被害者等支援事業 ４００

27

　犯罪被害者及び遺族に対し見舞金を支給
　遺族見舞金(被害者死亡)　30万円　　　重傷病見舞金　10万円

28 人権フェスティバル開催経費 ８１６

28
29 スポーツ団体との連携による人権啓発活動 ２７８

29
30 花運動関連経費 １１６

30
31 隣保館運営・活動事業 ９１,５７５

31
　隣保館数　８館

31

31　　　　　 （環境保全課）
32 (新) 大気汚染常時監視テレメータシステムモバイル通信化業務 ２,６００

32

　ＩＳＤＮ回線終了に伴い、市内の大気局の回線を光回線に移行
一部光回線対象外地域は、モバイル通信化

33 (新) 春日野水路防塵スクリーン更新 １,６００

33
　春日野外周用水路の除塵スクリーンの老朽化による

34 海岸漂着物等地域対策推進事業 １,５００

34
　海域や河川等の清掃活動を推進し、海岸における良好な景観及び海洋環境の保全
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35 環境総合調査事業 ４,４００

35
 Ｓ４８～隔年 Ｈ６～毎年実施 Ｈ２７～（調査項目３９ 調査箇所５０ 検体数４４５予定）

36 自動車騒音常時監視に係る面的評価業務 ２,９００

36
　面的評価業務委託　３路線（３地点）　　（Ｈ２４～県より事務移管）

37 生物多様性ＳＤＧｓ推進事業 １,３００

37

　（阿南高専連携協力事業）
　Ｒ７：生物多様性地域戦略の推進、生物多様性フォーラムの開催、情報発信、環境学習開催等

38 (継･改) 合併処理浄化槽設置補助事業 ２７,６９０

38
　新設についてはＲ２年度から５か年かけて補助額を減額。

39 住宅用太陽光発電システム等導入補助金 ９,０００

39

　再生可能エネルギー設備等の設置を促進し、地球温暖化の防止及び脱炭素社会の
実現を図る。
　住宅用太陽光発電システム　70千円/件、家庭用蓄電システム　100千円/件、
　電気自動車等充給電設備　100千円/件

39

39　　　　　 （文化振興課）
40 (新) 文化会館改修事業 ３５,８５２

40

・エレベータ工事に伴う手数料　２５２　エレベータ改修工事　２７，０００
・施設老朽度調査および改修整備計画策定業務委託　８，６００
　老朽化により故障しているエレベータを改修する。また令和１０年度から予定している
施設の大規模改修に合わせて、令和７年度は各所の老朽度調査、改修整備計画案作成を委託

41 (新) 若杉山辰砂採掘遺跡整備事業 ５３,２３９

41

○設計業務委託料 １２，１２２  ○史跡整備工事費 ３０，７０９　
○土地購入費 ９，４８０
○若杉山辰砂採掘遺跡調査整備検討委員会設置
　史跡整備を進めていく上で、各分野の専門家に第三者として、整備状況や整備に
伴う発掘調査方針を検討するための委員会を設置。委員の他、文化庁職員１名を
オブザーバーとして招聘
・委員報償費　４５　委員６名予定のうち有償の５名分
・旅費　　　１１０　上記委員のうち４名分の旅費

42 (新) 阿波公方シンポジウム【合併２０周年記念事業】 １９５

42

　阿波公方をテーマにした講演会及びパネルディスカッションを実施予定
　県外の阿波公方の研究者を講師として予定。
　日時・場所　令和８年２月ごろ　＠情報文化センターを予定
　・各種報償費　44　・旅費　21　・消耗品費　30　・印刷製本費　100

43 (更新) 情報文化センター空調及び舞台吊物機構改修事業 ３２,０００

43

・空調設備（ホール系統と図書館系統）の修繕　２６，０００
・舞台吊物機構（カスミ幕）改修　６，０００　

44 (継･改) 文化会館・情報文化センター指定管理者業務委託 ９８,３４４

44

　指定管理者：夢・コスモホール運営共同事業体　R7.4.1～（3年間）
　前回の委託期間から金額増（９０，６４０→９８，３４４）

45 (継･改) 若杉山遺跡等文化財講演会 ２６０

45
・講師謝礼　１９　　・旅費　１１１　・消耗　３０　・印刷製本費　１００

46 (更新) 牛岐城趾館木製フェンス修繕 ２００

46
　施設の展望台付近に設置されている木製フェンスが老朽化により危険な状態

47 文化会館・情報文化センター自主事業 １,３４５

47

　文化会館：〔子どものための音楽会、阿波人形浄瑠璃芝居公演等〕
　情報文化センター：〔ファミリーコンサート等〕 
　文化会館及び情報文化センターの自主事業は指定管理業務契約以外のものを実施
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(単位：千円)

５　環境管理部

　（環境管理課）
1 資源ごみ回収団体奨励金 ８,５００

　登録団体  約１４０団体　　（資源ごみ＝古紙、布類、廃食用油、金属類、ビン類）

2 電気式（乾燥式）生ごみ処理機購入助成事業 ６００
　３０千円×２０機＝６００（購入価格の1/2助成、 上限３０千円）　Ｈ１９～

3 生ごみ処理容器・EM菌発酵容器購入助成事業 ９０
　３千円×３０器＝　９０（購入価格の1/2助成、 上限３千円）　Ｓ６２～

4 エコパーク阿南施設運転管理業務 ６８２,０００

5 (更新) クリーンピュア施設（道路部分）照明灯改修 １,６００
　水銀灯→LED化の修繕等　２灯

6 クリーンピュア施設運転管理業務 １１３,８７６

7 (継･更新) クリーンピュア機器補修工事 １２６,７００
　毎年の定期整備分

8 ごみ処理施設地域振興対策事業 ５,５１１
　エコパーク阿南の稼働に伴う地域振興対策事業

9 クリーンピュア地域振興対策事業 ５５,２３３
　クリーンピュアの運転期間延長に伴う地域振興対策事業

　（生活環境課）
10 スマートフォン向けごみ収集お知らせアプリ事業 ２６４

　スマートフォン向け無料アプリ「ごみ収集お知らせアプリ」（ごみ収集日の通知や分別方法の検索等
の機能）

11 伊島家庭ごみ海上運搬業務 ３,７７４

12 (更新) 清掃運搬車整備事業 ４２,８１６
　清掃運搬車購入：２ｔ機械車ダンプ式４台、無線機購入：４台
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(単位：千円)

６　保健福祉部

　（保健センター）
1 (新) がん患者医療用補正具助成事業 ３００

1
　がん治療による外見変化を補うための医療用ウィッグ等の購入費用を助成

2 (新) 妊婦歯科健診事業 １,７５０

2
　つわりがおさまる妊娠中期を目途に、歯科健診の受診を支援（自己負担なし）

3 (新) 帯状疱疹予防接種事業 ８,７３７

3

　R７.４.１～定期接種化　　生ワクチン１回又は不活化ワクチン２回
 〈対象〉６５歳及び６０～６４歳の方でヒト免疫不全ウイルスにより免疫機能の障害で日常生活がほ
とんど不可能な程度の障害を有する方　※５年間は経過措置として、７０歳から５歳年齢ごとの方も
対象（令和７年度は１００歳以上全員も対象）

4 (新) けんしん予約システム運用経費 ７１５

4
　がん検診等の予約が24時間Webで可能となる

5 (継・新) 産後ケア事業 １,５２２

5
　居宅訪問による支援（Ｒ６～）に加え、医療機関における産後支援を開始

6 (改) 妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業 ４４,４９１

6

　「出産・子育て応援事業」より制度変更
　妊婦認定後に５万円、妊娠しているこどもの人数を届出した後に５万円×人数を給付
 【現　行】妊娠の届出をした妊婦及び出生した人数
 【新制度】妊娠の届出をした妊婦及び胎児の数　

7 (更新) ひまわり会館施設設備改修事業 １８,５００

7
　エレベーターの改修　トイレ１基の洋式化

8 (改) ひまわり会館指定管理者業務委託 １９,７４５

8
　指定管理者：阿南市社会福祉協議会　Ｒ７．４.１～（３年間）

9 (拡) 不妊治療助成金 ５,５００

9

　治療費のうち、保険適用後の自己負担分について助成
　〈助成金額〉　生殖補助治療　上限１０万円（Ｒ７より５万円引き上げ）
　　　　　　　　一般不妊治療　上限５万円

10 (改) 子育て世代包括支援センター運営事業 ６,５６２

10

　Ｒ７～こども家庭センターへ機能を移管
　主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する支援を地域の保健医療や福祉
に関する機関等とともに包括的に実施

11 (更新) 健康管理システム改修経費 ２,６８４

11

　Ｒ７年６月データ標準レイアウト改版に伴うシステム改修　
　・予防接種法改正による５種混合及び小児１５価肺炎球菌ワクチン追加に伴う情報連携
　・母子保健法による「１カ月」及び「５歳児」健康診査の全国実施に伴う情報連携
　・「ＨＰＶ検査単独法の追加に伴う情報連携

12 (継） 自殺対策緊急強化事業 ３１６

12
　市内小中学校に精神科医やスクールカウンセラーを派遣し心の健康づくり授業などを実施

13 (継） 骨髄移植ドナー等支援事業 １９０

13
　ドナーの肉体的、精神的な負担を軽減し、骨髄等の提供をしやすくする支援

14 (継) 救急医療対策事業 １３,７１３

14
　病院群輪番制運営事業補助　（阿南医療センター　原田病院）

15 (継) 犬・猫　不妊・去勢事業 ７６１

15
　飼い犬・飼い猫　不妊・去勢助成費用　  ２６１   地域猫不妊・去勢手術費補助金　５００
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16 定期予防接種事業 １１６,２５８

16

　麻しん・風しん、日本脳炎、ジフテリア・破傷風、四種混合、五種混合、不活化ポリオ、ヒブ、小
児用肺炎球菌、子宮頸がん（２・４価、９価）水痘、Ｂ型肝炎、三種混合、ロタウイルス１価・５価

17 (継) インフルエンザ予防接種事業 ４８,７０９

17
　対象者：６５歳以上及び１歳～未就学児　

18 成人用肺炎球菌ワクチン接種事業 １,３６９

18
　対象者：６５歳 

19 (継） 結核対策事業 ４,６１１

19
　ＢＣＧ予防接種

20 (継） 妊産婦健康診査事業 ５５,８２９

20
　健診１６回分助成

21 (継） 養育支援事業 ５,２５１

21

　初妊婦及び要支援妊婦への訪問を行い、妊婦期から健康管理と安心安全な出産及び育児への環境を
整える　親子の絆づくり事業(BPプログラムの内容)も実施

22 (継） こんにちは赤ちゃん事業 １,５１８

22
　Ｈ２０～全ての乳児（生後４か月まで）の全戸訪問

23 乳児一般健康診査事業 ５,３１５

23
　出生から１年以内に任意で２回まで受診可能な健康診査費用を助成

24 (継） 新生児聴覚スクリーニング検査事業 ３,５２８

24
　新生児が、出生した医療機関において行う、初回の検査に対して助成を実施

25 (継） フッ化物塗布推進事業 １,４００

25
26 (継） あなん健康まつり事業 １,９３３

26
　毎年１０～１１月に開催　健康講演会、健康測定、健康相談等

27 がん検診等健康診査業務委託 ６９,３５７

27

・肝炎ウイルス　肺がん　喀痰　胃がん　大腸がん　骨粗しょう症　前立腺がん等
・中学生ピロリ菌検査：対象　中学３年生
・女性特有のがん検診推進事業：子宮がん検診・乳がん検診の個人負担額完全無償化(Ｈ２８～)

28 高齢者保健介護予防一体化事業 １６,４５６

28

　後期高齢者医療広域連合からの委託による、高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的事業。市内
の５圏域で実施。７５歳以上の後期高齢者に対し、保健師、管理栄養士による家庭訪問や通いの場に
出向き高齢者が自立した生活を維持できるよう、健康教育・健康相談を実施。

29 (継） 夜間休日診療所事業特別会計繰出金 １９,４９１

29

29　　　　　　（保険年金課）
30 こども医療助成費 ３７１,０００

30
　Ｒ６.４.１～→県費対象拡大　中学３年修了まで→１８歳を迎えた年度の３/３１まで

31 未熟児養育医療費助成事業 ３,０００

31

　（国１/２　県１/４　市１/４）　県からの権限移譲（母子保健法第２０条）
　出生時体重２，０００ｇ以下の要入院乳児（０歳児）

32 後期高齢者医療広域連合療養給付費等負担金 １,０９５,５６０

32
33 後期高齢者医療特別会計繰出金 ３７９,１１１

33
34 国民健康保険事業特別会計繰出金 ６２６,５１５
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34　　　　　　（生活福祉課）
35 (更新） 生活保護システム改修経費(標準化関連)　 ４,８５４

35
　Ｒ７年度中に標準準拠システムへ移行する

36 (更新） システム用ＰＣ更新経費 ３,６００

36
　Windows10サポート終了に伴う生活保護システム用パソコンの購入経費

37 (継） 民生・児童委員活動費 ２０,３３４

37
　１４地区　Ｒ７は３年に１回の一斉改選年度

38 (継） 預貯金等調査システム利用経費 ３０３

38
　基本料金２６４　　口座照会手数料３９

39 医療扶助オンライン資格確認対応関連経費 １,１３３

39

　被保護者の資格確認をオンライン化することで、本人、医療機関、市の事務負担軽減・効率化を行
いつつ、特定健診データ取込・分析を行い被保護者の健康を増進　　健診データ分析サービス利用
料、オンライン資格確認連携サービス利用料、光回線通信料、運営負担金

40 (継) 生活保護扶助費 １,６８６,８００

40

40　　　　　　　　（地域共生推進課）
41 (拡） 重層的支援事業 １３１,２３４

41

　Ｒ５～Ｒ６　重層的支援体制移行準備　　Ｒ７～本格移行
　従来の支援体制では対応の難しい複雑化・複合化した課題・ニーズに対し分野を超えた部局横断的
な連携体制を構築し、属性を問わない相談支援・参加支援・地域づくりに向けた支援を一体的に実施
する
・まんなか会議関連経費         　・弁護士相談委託　　等

42 (新) こども食堂支援事業 ４,２００

42

　阿南市内で活動しているこども食堂に対して支援を行う。
　１団体につき上限２０,０００円/月

43 (新) 更生保護女性会活動費補助金 ４０

43
　阿南地区更生保護女性会の犯罪予防活動や更生保護に関する研修活動等への取組を支援

44 (拡) 重度心身障害者等医療費助成事業 １６４,７００

44
　Ｒ７.１０～ひとり親家庭の父母通院分助成開始

45 (継・新） 市町村障害者地域生活支援事業 ６７,８６８

45

　(新）手話言語の普及と障がい者の特性に応じた意思疎通の利用の促進に関する
　　　 パンフレット作成（Ｒ７～条例施行）
 （新）阿南市自立支援協議会研修等開催　（Ｒ７～阿南市自立支援協議会設置）
　その他事業：成年後見人制度支援利用事業（市長申立分）、生活訓練等事業、日中一時支援事業、
日常生活用具給付事業、訪問入浴サービス事業、移動支援事業、意思疎通支援事業　等

46 (改定） 地域福祉計画策定 ４４８

46
　第４期阿南市地域福祉計画（Ｒ８～Ｒ１２）策定経費

47 (更新） 障害福祉システム改修費 ５,２６０

47
　標準準拠システムへの移行及び就労選択支援サービスへの対応等

48 (改) 障害者相談支援事業委託 １０,５５４

48
　～Ｒ６ 小松島市、那賀町と委託に係る経費を按分　Ｒ７～阿南市単独で委託

49 (改) 障害者虐待防止事業 １,９５０

49

　Ｈ２４．１０．１施行 虐待防止啓発活動・相談・通報・届出の対応・居室確保（一時保護）等
　～Ｒ６ 小松島市、那賀町との協定に基づき委託していたが、Ｒ７は阿南市単独で委託

50 社会福祉協議会運営事業補助 ５６,３１７

50

　社会福祉事業費等補助（人件費含む）、第３期地域福祉活動計画推進に係る事業費補助
　Ｒ７は第４期地域福祉活動計画策定業務への支援
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51 成年後見制度利用促進事業 ８,６１７

51

　成年後見中核機関運営委託　８,３９８　 成年後見制度利用促進審議会委員報酬　５７ 
　互助・福祉・司法における権利擁護支援の機能強化事業　７５　　協議会関連費　８７

52 (継) 生活困窮者自立支援事業　　　　　　　　 １０,２６６

52
　就労準備支援事業　 家計改善支援事業　 住居確保給付金

53 (継） 障害者総合支援給付費 ２,０１７,０００

53
54 (継） 障害者自立支援等医療費　 １０２,３００

54
55 (継） 障がい者バス利用助成事業 ５,２３９

55
　障がい者の外出支援、日常生活の利便性及び福祉の向上を図るためバス利用を助成

56 (継） 心身障害児（者）扶養共済掛金助成 ５４６

56
57 (継） 特別障害者手当等 ２６,２２０

57
　特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当

58 (継） 重度身体障害者住宅改造助成事業 １,２００

58
　身体障害１・２級　所得税非課税世帯

59 (継） 心身障害児（者）在宅介護等支援事業 ３７０

59
　介護、送迎サービス、軽・中度難聴児補聴器購入費補助、小児慢性特定疾病児日常生活用具給付費

60 (継） ねたきり高齢者見舞金 ３６０

60
　６５歳以上

61 (継） 生活管理指導短期宿泊事業 ２５６

61
　短期宿泊、虐待予防

62 (継） 配食サービス事業 ６６４

62
　配食サービス　７０歳以上で食事の準備が困難な人（月３回まで）

63 (継） 高齢者日常生活用具給付事業 １２０

63
　６５歳以上のひとり暮らし高齢者等、前年度所得税非課税世帯、電磁調理器具等の現物支給

64 (継） 家族介護用品支給事業 １,５００

64

　要介護４・５
　６５歳以上の在宅高齢者の同一住居介護者、前年度市民税非課税世帯　紙おむつ等の現物支給

65 (継） 敬老記念品・敬老祝賀事業 １３,７２０

65
　・記念品（７５歳以上）、助成金（阿南市婦人連合会）

66 (継） 長寿者福祉金の支給 １８,７９５

66

　喜寿5,000円、米寿10,000円、１００歳100,000円、
　１００歳以上10,000円、最高年齢者への支給10,000円

67 (継） 高齢者住宅改造促進事業 １,８００

67
　介助を要する６５歳以上（前年度所得税非課税世帯）

68 (継） 老人クラブ連合会活動・事業補助 ５,４３５

68
69 (継） シルバー人材センター運営費補助 １４,６８９

69
70 (継） 高齢者タクシー利用料助成事業 １２,１１６

70

　対象者は７０歳以上、所得割５万円以下、自家用車等での外出が困難な者
　居住地区毎に年間助成額の上限あり
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71 高齢者バス等利用助成事業 ２４,１２０

71

　対象：７０歳以上　
　Ｒ６～市民税所得割５万円以下の要件及びバス月利用回数の上限を撤廃　

72 子ども第三の居場所運営事業 ９,６００

72
　Ｒ６.４～子ども第三の居場所「あすきら」運営開始　定員：２０名（登録制）　

73 (継） 障害児通所支援費 ６５０,０００

73
　児童発達支援、放課後等デイサービス等

74 (継） 障害児通所支援事業所等給食費無償化補助金 ６００

74
　障害児通所支援事業所等に通所する３～５歳児の給食費補助

75 (継） 児童発達支援利用者負担無償化補助金 ３８７

75

　児童発達支援施設等を利用する０～２歳児の保護者負担を無償化
　３～５歳児は国制度で無償化済

76 (継） 小規模災害見舞金 １,０００

76

　床上浸水　　　　20,000円/件　　　　　住宅全壊全焼　　　100,000円/件
　住宅半壊(半焼)　50,000円/件　　　　　死亡・行方不明　　200,000円/件

77 (継） 養護老人ホーム入所措置費 １９９,１００

77
78 (継） 養護老人ホーム福寿荘組合負担金 ５１,５０５

78
　一般管理費　　定員７０名

78

78　　　　　 （介護保険課）
79 (新) 離島介護サービス事業者渡航費補助金 ９９

79
　離島地域への訪問介護サービス等を提供する事業者に渡航費を補助　

80 (継） 介護保険事業特別会計繰出金 １,３００,０００

80

80　  　　     （こども支援課）
81 (新) こども計画策定関連経費 ３,４５２

81
　こども基本法(Ｒ６.４～)に基づく「市町村こども計画」を策定

82 (新) こども家庭ソ－シャルワーカー資格取得経費 ７１５

82

　令和６年度に創設された新たな公的資格（こども家庭庁管轄）
　こども家庭センターにおける相談支援等の質向上を図る

83 (新) 子育て世帯訪問支援事業　 ９８６

83

　訪問支援員が、家事・子育て等に不安、負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がい
る家庭を訪問し、不安や悩みを傾聴するとともに虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ

84 (新) ファミリー・サポート・センター利用補助金 １,８００

84

　Ｒ６.１０～補助開始　
　１人目の利用につき１時間あたり依頼会員へ２００円、提供会員へ２５０円補助

85 (拡) 子ども家庭総合支援拠点事業　 １２,６６１

85

　Ｒ７～こども家庭センターへ機能を移管
　「児童虐待防止対策総合強化プラン」に基づき設置　子ども家庭支援員を配置し、子どもとその家
庭及び妊産婦等を対象に、より専門的な相談や訪問支援を実施

86 (拡) 子育て支援短期利用事業　 １,９００

86

　Ｒ６～親子入所も支援開始
　ショートステイ　トワイライトステイ　休日預かり

87 (更新） システム用ＰＣ更新経費 １,０４０

87
　Windows10サポート終了に伴う児童手当システム用パソコンの更新経費
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88 子どもの未来応援デジタルギフト事業 ９,７００

88

　１～６歳になる在宅児及び出生児が対象にデジタルギフトを支給
　（１～６歳）１人１.５万円　　（出生児）１人１万円

89 （継） 子育てガイドブック改訂等 ２２０

89
　「たけのこ」Ａ４判カラー　　約２，０００部　　冊子・ホームページ更新

90 多様な集団活動事業利用支援補助金 ３,０８４

90

　自然スクール等（自然スクールトエック：柳島町）に通う未就学児（満３歳～５歳児）に係る利用
料補助

91 （継） 母子・父子家庭等の自立支援費 ３,１７３

91

　生活の安定と自立の促進を目的とした各種相談業務 
　Ｒ６．４．１世帯数：母子６６１、父子６８

92 （継） 母子家庭等自立支援訓練給付費　 ２,４４６

92

　高校卒業程度認定試験受講終了時給付金 １５０
　自立支援教育訓練給付金（訪問介護員２級養成研修受講など） ２００
　母子家庭等高等職業訓練促進給付金(看護師、保育士、介護福祉士等の資格取得) ２,０９６　

93 児童手当給付費 １,３５２,４６０

93

  Ｒ６.１２月支給分（１０～１１月分対象）より大幅改正 （支給対象拡大）
  所得制限撤廃（特例給付の廃止）、支給期間を高校生まで延長　等

94 （継） 児童扶養手当給付費　 ２２９,０００

94
　Ｒ６.１月支給分より制度改正適用（所得限度額、第３子以降加算額引き上げ）

95 （継） 病児・病後児保育事業 ９,０２５

95
96 （継） つどいの広場運営費 ６９１

96
　「すくすくｉｎ阿南」ひまわり会館

97 （継） 子育て家庭支援センター運営費 ５,００９

97
　おひさまひろば運営費

98 （継） ファミリーサポートセンター運営事業 ８,１００

98

98　  　　     （こども保育課）
99 (新) 私立保育所等施設設備等整備補助金 １３８,６９５

99

　私立保育施設の定員増に伴う施設増改築費用に対して補助
 〈対象事業〉なかがわ保育園遊戯室拡張
　　　　　　 エクセレント羽ノ浦こども園乳児棟建設及び既設園舎改修

100 (新) 旧羽ノ浦すみれ保育所除却事業 １０,２００

100

　Ｈ２９岩脇こどもセンター開設に伴い閉所　Ｒ８以降除却工事予定
　Ｒ７はアスベスト調査、一般廃棄物処分、設計業務委託

101 (新) 私立保育所等保育対策総合支援事業補助金 ５,０１９

101
　私立保育所の熱中症対策や安全対策に係る施設整備等に対して補助

102 (新) 私立認定こども園施設整備事業補助金 ３,４５０

102
〈対象事業〉はのうら幼稚園　トイレ乾式化改修

103 （拡） 子育て施設等利用無償化補助金 ５,６００

103

　市民税課税世帯の０～２歳児を対象に、認可外保育施設、一時預かり事業等の利用料に対する補助　
Ｒ７.４月～市外施設利用者も補助の対象

104 (更新） 公立保育所等施設改修工事 ３,０００

104
　長生保育所：リズム室床改修工事

105 (更新） システム用ＰＣ更新経費 １,３００

105
　Windows10サポート終了に伴うこども子育て支援システム用パソコンの更新経費
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106 （継） 巡回ひまわり業務委託 ６００

106
　支援が必要な園児がいる保育所等を特別支援教育士が訪問し、相談・支援を実施

107 （継） 子育てのための施設等利用補助金 １,３３２

107
　幼児教育無償化に係る認可外保育施設、一時預かり事業等の利用料に対する補助

108 （継） 保育ＩＣＴシステム関連経費 ５００

108
　岩脇こどもセンターで保育ＩＣＴシステム「コドモン」をＲ４導入→Ｒ５年度本格運用開始

109 （継） 私立保育所運営費負担金及び補助金 １,０７１,２６０

109
　Ｒ７年度　私立保育所１１園

110 （継） 私立保育所等副食費無償化補助金 １４,０５５

110
　私立保育所及び認可外保育施設等副食費補助金

111 （継） 私立幼稚園施設型給付負担金 １４６,０５１

111
　私立幼稚園等に対する公費負担分

112 （継） 私立幼稚園一時預かり事業委託料 １０,４１７

112

113 （継） 子育てのための施設等利用補助金 ４３,５７８

113
　幼児教育無償化に係る私立幼稚園等補助金

114 （継） 私立幼稚園等給食費無償化補助金 １３,３７１

114
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(単位：千円)

７．産業部

　　　　　 （農林水産課）
1 (新) 木育推進事業補助金 ５００

1

　建築士会が主催する小学生高学年向けの木育住育の出前授業等の経費を補助
（森林環境譲与税を活用）

2 (新) 全国メンマサミット開催運営補助金 １,０００

2

　放置された竹林の活用や地域活性化に資するイベントの開催に対しての補助
　（森林環境譲与税を活用）
・開催日：Ｒ８．２月頃予定（２日間）
・イベント概要：講演会（竹林整備について）やＭ－１（メンマワン）グランプリ（全国のクラフトメ
ンマを試食し順位を決める）など
・主催：全国メンマサミットin阿南実行委員会　

3 (新) 危険木伐採手数料 ５００

3

　市所有地において、通行の支障または市民生活に影響を及ぼす恐れのある木について伐採・処分を行
う（森林環境譲与税を活用）

4 (新) とくしま樵木林業推進協議会負担金 ７５０

4

　地域内の担い手の確保や伝統産業の継承を目的に、樵木林業や樵木備長炭のブランド確立に取り組む
（森林環境譲与税を活用）

5 (改) 里山林整備事業 ３,５００

5

　住宅等への倒木被害から人命および財産を保護、市民生活に影響を及ぼす恐れのある
危険木を未然に伐採する作業等に対し、その経費の一部または全部を補助
（森林環境譲与税を活用）
(改)補助金１，５００（補助率５割　上限１０万　→　１５万）
委託料２，０００（全額　上限５０万）

6 (継・新) 有害鳥獣対策事業 ２６,０３１

6

　有害鳥獣駆除報償(阿南地区猟友会) ２４，８７０
　R4より野生鳥獣食肉処理加工施設稼働により、施設搬入分に対して2千円報償費を上乗せ
　(国補単価増額分)
　（施設搬入分報償費）：シカ１７（県９　市８）イノシシ７（県７）
　有害鳥獣駆除支援事業補助金５００（阿南地区猟友会）
　カワウ食害防止対策事業補助５００
　（公）(新)有害鳥獣捕獲檻購入費　１６１

7 就農誘致モデル事業補助金 ４５０

7
　モデル集落の育成や人材育成等に取り組む阿南・那賀未来の農業づくり協議会に対し補助

8 環境保全型農業直接支払交付金事業 １２,８９６

8

　Ｈ２３．９～　有機栽培：１４，０００円／１０a　緑肥：５，０００円／１０a
　　　　　　　　堆肥：３，６００円／１０a

9 中山間地域等直接支払交付金事業 ３２,１６０

9
　第６期対策（Ｒ７～１１）　協定数　２９（予定）　　協定面積　約１４５ha（予定）

10 経営所得安定対策事業 ２,３８３

10

　経営所得安定対策等推進事業補助金（阿南市農業再生協議会、那賀川川北農業再生協議会へ）等　　
生産者への交付金は国から直接支払
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11 人・農地問題解決支援事業 ９１,５００

11

　農業者メンター報償　３０　事務費　１７０
　農業次世代人材投資資金経営開始型補助金（旧制度）　１１，５５０　県（国）10/10
　個人１，２００/年、夫婦１，８００/年（最長５年間）
　４９歳未満で独立・自営する認定新規就農者
　（地域計画に位置付けされている者、見込みの者）
　新規就農者経営発展支援経営開始型補助金　５４，７５０　県（国）10/10
・経営発展支援事業：就農直後の経営発展のために機械等の導入に対する支援　上限1,000万円
　国1/2　県1/4　自己負担1/4
・経営開始資金：新たに経営を開始する者に対して資金を助成　150万円/年（最長３年間）
　国(県)10/10
　農地利用効率化等支援交付金　　２５，０００　県（国）10/10
　融資を活用して農業用機械等を導入する際、融資残（自己負担分）について補助（3/10以内等）
　（条件不利地域は融資等の制限なし）

12 森林環境譲与税その他関連事業 ３８,０４８

12

　豊かな森林づくり基金積立金　３，３８１
　・とくしま南部地域森林管理システム推進協議会負担金　３３，８０７
　・森林・山村多面的機能発揮対策交付金　５６０　・植栽苗代　３００　
　Ｒ１年度から譲与されることとなった森林環境譲与税を活用して、森林整備などに取り組む

13 松くい虫被害対策事業 ２,５００

13
　地上散布　１６ｈａ

14 森林病害虫等防除事業 ６,８２０

14

　特別伐倒駆除　２１．９５㎥　東部海岸（国1/2）
　樹幹注入　（国1/2・県1/4）

15 共生林整備事業 １,５００

15
　保安林内下草刈り（南林・北の脇・中林・南林南各協議会、阿南東部海岸保全協議会）（県1/2）

16 種苗放流事業 １,８８２

16
　稚アユ放流、県種苗放流事業負担金

17 水産振興事業補助金 ４,３３６

17
　各漁協の漁業振興対策事業や所得補償保険制度の掛金を補助

18 離島漁業再生支援交付金事業 ５,３６０

18
　アワビの種苗（稚貝）放流、密漁の監視、水産物加工商品の開発等　＜伊島＞

19 離島活性化交付金事業 ２,１１６

19
　魚介類等水産物の海上輸送に係る費用を支援する<伊島>

19

19　　　　　 （農地整備課）
20 (新) 国営総合農地防災事業負担金　那賀川二期地区 ７１８,４１４

20

　受益面積　３，０２３ｈａ（阿南市２，１８５ｈａ、小松島市８３８ｈａ）
　総事業費　５１３億円
　南岸堰を補修、８．８kmのパイプライン敷設と９．２kmの開水路の改修。

21 (新) 熊谷地区農道改良事業 ８,１００

21

　県営事業で整備中の吉井集落道から農免熊三線への区間にある農道について、
幅員の改良を行う計画

22 (継・新) 農業用施設整備事業 １１２,３００

22

　（新）樋門改修測量設計業務委託料　４０，４００　（新）樋門改修工事　２７，０００
　　・災害復旧分１，０００　・土地改良事業補助　１８，０００
　　・市単独補助　２５，９００（農道新設改良・舗装、水路新設改良補助等）

23 内水被害対策 ３００

23
　内水被害軽減のため、大雨時に災害支援協定を締結している事業者に排水ポンプ設置を依頼

24 （継） 防災重点ため池廃止事業 ６５,９７６

24
　施設改修工事
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25 多面的機能支払交付金事業 ２０５,８００

25

　Ｈ２６より制度改正（旧環境保全向上活動推進交付金事業）
　Ｈ２７から法制化により交付金が国⇒県⇒市⇒活動組織へ
・農地維持支払交付金　・資源向上支払交付金【共同活動】・資源向上支払交付金【長寿命化】

26 那賀川北岸地域湛水防除施設組合分担金 １３,０００

26

　組合設立　Ｓ６１．９．１８〈事業概要〉　徳島県営湛水防除事業（農林水産省の補助事業）
　流域面積　１，７３０ｈａ　受益面積　５３７ｈａ

27 地籍調査事業 ５１,２８９

27

　対象地域：橘町
　　第４地区後半行程：江ノ浦地区　中浦地区　西浦山地区
　　第５地区前半行程（予定）：西浜地区　西浦地区　久保地区　豊浜地区）
　　地籍調査業務委託料等

28 羽ノ浦農業集落排水事業特別会計繰出金 ７０,０００

28

28　　　　　 （商工政策課）
29 (新) 阿南市バッテリーバレイ推進事業 ３,８００

29

　阿南市バッテリーバレイ推進のため、企業誘致や蓄電池関連教育授業の実施
また、阿南市版理工系人材育成プロジェクトに取り組む
・「手作り乾電池教室」の実施
・理工系人材プロジェクト（市内の小中学校を対象：５校）
　　　　大阪万博チケット補助事業　　７５０
　　　　理工系人材育成補助事業　２，０００
　　　（企業訪問や理工系人材育成に資するための費用を補助）

30 (新) 阿南駅周辺地区都市構造再編集中支援事業 ２６,２００

30

 ・地域創造支援事業　空き店舗活用補助金　４，０００
 ・エリア価値向上整備事業　広場整備工事　１０，０００
 ・既存建造物活用事業　　　阿南社会福祉会館設計業務委託料等 １２，２００

31 (新) 那賀川複合施設整備事業 ３４,９００

31

　那賀川複合施設基本実施設計業務委託料　３４，９００
  ［Ｒ８債務負担行為限度額：１１６，１００］

32 (新) 道の駅施設改修事業 ２２,８００

32

　民間提案制度を活用した提案をもとに、道の駅公方の郷なかがわの改修を行い、地域活性化や交流拠
点づくりを進め、道の駅全体の価値向上を図る
パーゴラ撤去　７，９００　広場整備工事　３，７００
主棟改修工事　３，２００　フェンス取替工事　８，０００

33 (新) 大阪関西万博関連経費 ２９７

33

　テーマウィーク　５月２日～５月３日　関西パビリオン催事　７月２３日～２５日　
　まるかじりJAPAN　５月２４日～２５日　旅費　２９７

34 (新) 全国菓子博覧会参加事業補助 ５０

34
　　Ｒ７．５．３０から１７日間にわたり北海道旭川市で開催

35 脱炭素経営支援セミナー委託 １,５００

35

　事業所を対象にした省エネへの取り組みについてのセミナー。講義を受講することで希望する事業者
には無料省エネ診断を受けることも可能

36 内航海運業振興啓発補助 ８００

36
　内航海運業振興に取り組む、ふなどころ阿南まちづくり協議会に補助する。

37 牛岐城趾公園キラキラドーム更新事業 １２,１２０

37
38 徳島勤労者福祉サービスセンター負担金 ４５０

38
　徳島勤労者福祉サービスセンターの全県広域化に伴う負担金
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39 船員就職祝金給付事業 ５００

39

　尾道海技学院尾道海技大学校徳島阿南校を卒業し、市内企業に就職した者に対し就職祝金を支給する
制度

40 活竹祭補助 ２,７００

40
41 起業家育成資金保証制度保証料補給金 ６００

41
　起業資金の保証料を補給

42 光のまちづくり事業 ６,０００

42
　阿南市観光協会へ助成

43 那賀川渇水対策要望経費 ３,３８８

43
44 起業力養成講座開設委託 １,０５０

44
　創業支援講座を開催

45 那賀川水系渇水調整負担金 ３,７５０

45
　（農業用水と工業用水の水量調整）那賀川水系渇水調整制度運営委員会で協議

46 ＵＩＪターン促進事業 ５００

46
　“就業支援”による移住促進とＵターン等の人材の活用奨励

47 インキュベーションセンター管理運営費 １,５８４

47
　Ｈ２２．４開設：インキュベーションルーム４室

48 サテライトオフィス管理運営費 ２,３１６

48

　サテライトオフィス誘致を目的としたモデル施設の管理経費
施設概要：あなんスマート・ワークオフィス（地方創生拠点整備交付金を活用し整備）

49 (継・新) 徳島南部地域観光振興事業 ８,３５５

49

　県、県南１市４町及び民間企業等の協働で「四国の右下」版ＤＭＯ（一般社団法人）を設立
R６．１０．１　みなみ阿波観光局へ名称変更
（新）教育旅行に係る阿南市への誘致活動に取り組む

50 （改） 恋人の聖地シティプロモーション事業負担金 ６,２６５

50

　『恋人の聖地』を有し広域連携によるデジタル・シティプロモーションに賛同する18市町村
（改）「恋人の聖地」としての登録商標名称使用（5年）

51 （拡） 「祭り」の活性化助成 ３,８５３

51
　（阿南の夏まつり、羽ノ浦・那賀川まつり、阿南マリンフェスティバル）

51

51　　　　　　 　　（野球のまち推進課）
52 (新) 阿南市民応援デー運営業務委託 ３００

52

　インディゴソックス球団と連携し、アグリ球場で行うインディゴソックスの試合を「阿南市民応援
デー」として開催し、市内の小中高生を招待する

53 アジアオープンティーボール国際大会運営費補助金 ３,７８０

53
　JAアグリあなんスタジアムで開催

54 ＡＩカメラ運営関連経費 １,４３１

54
　ＪＡアグリあなんスタジアムに設置しているＡＩカメラ、試合映像をＷＥＢ配信、ＤＶＤ販売

55 野球観光ツアー事業委託 ３５０

55
　阿南市観光協会へ委託

56 AnananCupティーボール大会関連経費 ５８

56
　市内外からチームを募集しティーボール大会を開催する
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57 [ベースボール型スポーツ]スタート事業 ６５

57
　アクティブチャイルドプログラムを使った教室の開催

58 野球のまち阿南推進協議会補助 ３００

58
　野球を通じた世代間交流や野球大会の開催推進費など 

59 阿南市高校新人交流大会補助 ５０

59
60 第１３回野球のまち阿南少年野球全国大会補助 ８１０

60
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(単位：千円)

８．建設部

　（工事検査課）
1 工事検査経費 １８５

1
　公共工事の検査業務に要する経費

1

1　　　 （土木課）
2 (新) 準用河川護岸改修事業 ２０,０００

2
　崩れている準用河川の護岸を改修

3 クリーンピュア地域振興対策事業 ７,０００

3
　クリーンピュア周辺の地域対策として、市道山路深瀬線の舗装を実施

4 (更新) 大潟漁港防波堤用標識灯更新 ２,７００

4
　航路の目印である標識灯を年次的に更新する

5 道路橋りょう維持補修事業 １３０,５８２

5
6 道路橋りょう新設改良・舗装・側溝整備事業 １８１,０００

6
　市道の新設改良・アスファルト舗装・側溝整備

7 道路橋りょう整備交付金事業 ７４９,９４３

7

　【社会資本整備総合交付金事業】（社会資本整備総合交付金）（防災・安全交付金）
　　社会資本総合整備計画に基づく路線の整備（測量設計・新設改良等）
　【道路メンテナンス事業】
　　橋りょう長寿命化修繕計画に基づく橋りょうの老朽化対策（修繕工事）
　　橋りょう定期点検

8 道路LED照明灯借上料 ３,１５０

8
　リース期間Ｒ４～Ｒ13

9 道路台帳作成業務 １２,７００

9
10 交通安全施設整備事業 ９,５００

10
　ガードレール・転落防止柵・カーブミラー等整備 (交通安全対策特別交付金) 

11 急傾斜地崩壊対策事業 ５０,０８０

11
12 (更新) 湊排水機場堤内水位計更新工事 ２,７００

12
　H12年設置

13 準用河川浚渫事業 １７,０００

13
　準用河川に堆積している土砂を浚渫し、豪雨時等の氾濫を未然に防止

14 (継) 辰巳那賀川樋門改築事業 ４０６,０４７

14

　辰巳工業団地の地震・津波対策として、辰巳那賀川樋門を改築
　債務負担 857,500（R7：390,000　R8：467,500）
　R6：仮締切り工　R7：樋門本体工事（函渠工事）、ゲート設備工事等 R8：旧樋門撤去工事

15 (継) 準用河川古津川放水路整備事業 ７５,０００

15
　準用河川古津川から二級河川福井川へ分流を行う放水路を整備

15
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15　　　 （住宅課）
16 (新) 管理不全空き家緊急安全措置 １,５００

16

　適切な管理が行われていない空き家に倒壊、崩壊、崩落等著しい危険が切迫し、道路等公共の場所に
おいて、人に危害を及ぼすおそれがある場合に、予防する必要最小限の措置をとる。

17 (新) 減災化支援事業 １,７４０

17
　減災化作業委託　240　感震ブレーカー設置委託　1,500

18 公営住宅維持補修費 ９３,９９３

18
　市営住宅の維持管理及び修繕等に係る経費

19 公営住宅危険ブロック塀撤去等事業 ３,０００

19
　道路沿いの危険度が高いものを優先し、年次的に撤去やフェンス取り換え等を行う

20 木造住宅耐震化促進事業 ３,８０５

20

　耐震診断員派遣委託（委託先：徳島県建築士会）８０戸
    Ｒ６～　単価50,000円（自己負担3,000円）　国1/2　県1/4　市1/4
    対象：Ｈ１２．５．３１以前に着工された木造住宅（Ｈ２５．４．１対象範囲拡大）
  木造住宅耐震化啓発（耐震化啓発リーフレット等購入）

21 (拡) 木造住宅耐震改修加速事業 １１１,１５７

21

　耐震改修工事費補助　５０戸　耐震シェルター設置費補助　８戸
　耐震化工事検査員派遣　５０戸　

22 あなんぐらし支援事業　 １０,０８２

22

　基本額上限１５０×５０戸　　空家加算額上限３５０×５戸　　移住加算額上限１５０×５戸
　従来の「住宅リフォーム支援事業」の制度を継承し、空家の利活用及び移住促進を柱とする新制度を
Ｒ２創設
　対象：市内に本店・支店等の事業所を有する建設業者等が施工する２０万円以上の居住部分のリ
フォーム工事

23 (拡) 民間建築物耐震化支援事業 ２６,０４２

23

　要安全確認計画記載建築物耐震診断補助　４，９７６　２棟　
　要安全確認計画記載建築物除却工事補助　１９，０３１　１棟
　耐震診断補助　２，０００　１棟

24 空家等対策計画関連事業 ８３

24
　空家等対策計画（Ｒ２策定）に基づき実施する協議会開催経費等

25 老朽建築物除却等支援事業 ８,４８２

25

　住替え支援事業費補助　８戸　耐震化工事検査員派遣（住替え支援分）８戸
　危険廃屋等除却支援事業費補助　１０戸　危険ブロック塀等撤去支援事業補助　１０件

26 (更新) 公営住宅長寿命化事業 １６,０７０

26
　西方団地4-1号棟防水改修工事

26

26　　　　　 （公共建築課）
27 (改) 公共施設マネジメント推進事業 １,２１３

27
　公共施設マネジメントシステム使用料　994　先進地視察　161

28 建築管理経費 ２,１６８

28
　市有建築物の設計・管理に要する経費

28

28　　　　　　　 （広域連携事業課）
29 (改) 高規格道路等建設促進要望経費 ９,６６０

29
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(単位：千円)

９．都市整備部

　（都市政策課）
1 (新) タクシー運転手確保支援補助金 ９２４

1

　人材確保のためのPR事業にかかる経費、普通第二種免許取得の教習にかかる経費のそれぞれ
1/2を補助

2 (新) 立地適正化計画改訂 ５,８０５

2
　平成31年３月に策定した現計画に、防災指針を追加し計画の見直しをはかる。

3 (改) 乗合タクシー実証運行事業 １,９４４

3

地域公共交通計画で重点施策として位置づけている新野線の新たな交通モードを含めた見直しに向け
た取組として、新野地区において乗合タクシー実証運行を継続して実施
　実施予定期間：R7.4～R7.9(6ヶ月)
　運行範囲：新野地区内及び新野地区から徳島バス橘営業所まで
廃止となった路線バス大潟線において、バスのかわりとした取組として乗合タクシー実証運行を継続

して実施

4 小学生公共交通体験乗車事業補助金 １５０

4

市内小学生を対象に地域公共交通(路線バス、JR等)を活用した校外活動に対し運賃を全額補助し地域
公共交通の役割や大切さを学ぶ機会を提供することにより県南部の公共交通機関の利用促進につなげる

5 地域公共交通協議会補助金 ２２７

5
　地域公共交通計画に位置付けられた事業の実施や事業評価等を行う

6 バス路線運行費補助金 ７０,０００

6
　令和7年4月1日～令和8年3月31日までの間の運行に対する補助

7 (更新) 公園遊具修繕 ３２０

7

　遊具を修繕し、利用者の安全を図る
　阿南駅前児童公園　手押しポンプ　春日野児童公園　シーソー

8 (更新) 公園遊具更新 ３,９００

8

　遊具を更新し、利用者の安全を図る
　那賀川児童公園　ターザンロープ　中庄児童公園　鉄棒　
　羽ノ浦街区公園　滑り台　若鮎街区公園　ブランコ

9 (更新) 岩脇桜づつみ公園橋修繕 ４,９００

9
　高欄部分等の修繕

9

9　 　　　（下水道課）
10 (新) 日開野団地ポンプ場排水ポンプ更新工事 １００,０００

10
　排水ポンプ設備の更新

11 (新) 西路見ポンプ場高圧ケーブル改修工事 ２,８００

11
　西路見ポンプ場の高圧引込ケーブル改修

12 (更新) 大浦ポンプ場吐出弁電動機修繕 １,３００

12
　大浦ポンプ場No.1ポンプ吐出弁電動機の修繕

13 (更新) 戎山ポンプ場2号空気圧縮機取替修繕 ５,９００

13
　ポンプ駆動用エンジン始動用空気圧縮機の取替

14 (更新) 戎山ポンプ場設備点検 ２,５００

14
　戎山ポンプ場№１主ポンプ設備点検

15 都市排水路維持管理事業 １８,５４３

15
　都市排水路及び排水機場、樋門の維持管理に要する経費
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16 (継・新) 都市下水路整備事業 １１,０８０

16
　長浜２号幹線都市下水路整備工事　3,736　移転補償費　5,764

17 公共下水道事業会計繰出金 ４１０,０００

17
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(単位：千円)

10　教育委員会

　　　　　 （教育総務課）
1 (新) 小学校21校LED化（自己所有型ESCO事業） ３２８,０００

1

　2027年の蛍光灯製造終了までに市内21校の小学校施設（校舎・体育館）の照明器具をLEDに一括更新
し、快適な教育環境の整備と省エネ化及び脱炭素化を図る。ESCO事業を用い民間事業者のノウハウを活
用

2 (新) 小学校屋内運動場空調整備事業 １,８００

2

　小学校の屋内運動場に空調設備を設置することにより、熱中症予防など教育環境の向上と避難所とし
ての防災機能の強化を図る。　
　R7　中野島小、宝田小、大野小、長生小４校の空調設置設計業務　1,800
　R8　空調設置、屋根改修工事を予定

3 (新) 小規模特認校制度導入経費 ８０

3

　小規模特認校制度における教員の資質・能力向上のため、専門家から指導・助言をいただくための講
師謝礼

4 (新) 魅力ある新しい学校づくり関連経費 ２４

4

　小規模特認校制度の導入や再編を予定している学校において、魅力ある新しい学校づくりを推進して
いくため、専門家から指導助言をいただくための講師謝礼

5 (新) スクールバス運行管理委託業務 ８,６００

5

　R7年度から市が所有するスクールバスを使用し、椿町中学校の生徒が阿南第二中学校へ通学するため
の運行管理委託。年間運行予定日数：約300日

6 休校施設管理業務 ３７８

6
　R7.3月末で閉校する椿町中学校の施設管理委託

7 小・中学校再編統合関連経費 ６４７

7
　小・中学校再編実施計画支援業務委託　R7～学校再編検討会・準備委員会　会場使用料　ほか

8 (拡) 水泳授業指導業務関連経費 ３,６７１

8

　水泳授業の民間委託を実施し、児童の教育環境の向上を目指す
　R6　長生小学校　大野小学校　各校5回分
　R7　長生小学校　大野小学校　山口小学校　各校5回分　株式会社ハッピー　
　　　中野島小学校、宝田小学校　各校2回分　OKスポーツクラブ株式会社（バス借り上げにより　　　
　　　中野島小学校及び宝田小学校からサンアリーナまで送迎）

9 (継) 小学校校舎改修事業 １０５,３００

9

　学校施設の長寿命化計画に係る事業費等
　　富岡小学校南校舎棟屋上防水改修工事、見能林小学校ブロック塀改修工事
　　長生、羽ノ浦小学校防球ネット改修工事（グラウンド照明LED化工事と一体施工）
　　桑野、今津小学校空調改修工事　ほか

10 (継) 中学校校舎改修事業 １８,０００

10

　学校施設の長寿命化計画に係る事業費等
　　新野中学校屋内運動場消火栓設備改修工事　

11 阿南第一中学校屋内運動場耐震改修事業 ８,５４０

11
　耐震改修設計業務委託料　8,100　　耐震改修判定手数料　440

12 幼稚園施設改修事業 ９,０００

12

　学校施設の長寿命化計画に係る事業費等
　大野幼稚園屋上防水改修工事

13 奨学資金貸付事業特別会計繰出金 １５,７５３

13

　高校生  月額　10,000円、  高専生１～３年生　月額　10,000円、同４～５年生　月額30,000円 、
大学生、専修学校生、大学校生　月額　60,000円　

13
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13　　　　　 （学校教育課）
14 (新) 中学校教師用教科書・指導書購入 ２３,６００

14
　教科書改訂に伴う買替

15 (新) 中学校教師用デジタル教科書購入 ２,９０４

15
　国語1～3年、公民3年

16 (新) 学校図書システム導入事業 ８６２

16

　学校での図書の貸出し、管理等をバーコード化することで、図書の重複購入や貸出数を容易に確認す
ることが可能。　小学校2校、中学校1校　　
　学校図書館システム使用料、パソコン、バーコードリーダーほか

17 (新) 地域スポーツクラブ活動体制整備事業 ３,５７０

17

　スポーツ庁「地域スポーツクラブ活動体制整備事業（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）」を
活用し、休日の部活動の段階的な地域移行に向けて部活動改革に取り組む。
　県委託金10/10

18 中学校理科備品等購入 ２,５００

18
　理科備品及び数学備品の購入（国1/2、理科教育設備整備費等補助金）

19 学びサポーター配置 １,２６２

19
　小中学生の学力向上学校教育活動授業、補充学習、教員指導力向上支援等

20 (拡) 教員業務支援員配置 ３,０３８

20
　教員が生徒の指導や教材研究等に注力できる体制を整備するため、中学校教員を支援

21 コミュニティ・スクール推進事業 ７２０

21

　小中学校の保護者や地域の方々が一定の権限をもって学校運営に参画する学校運営協議会制度（コ
ミュニティ・スクール）

22 学校図書館サポーター配置 １１,５９０

22
　小中学校の学校図書館環境整備に資するため配置

23 (拡) 中学校部活動指導員配置 ３,０６０

23

　教員の業務負担軽減及び部活動の質的向上のため配置　
（県2/3、教育支援体制整備事業費補助金）

24 小学校帰国・外国人児童・生徒学習支援事業 １３２

24
25 小中学校防災教育推進事業 ２３０

25
　H18以降実施

26 小学校官学連携防災教育推進事業 １５２

26
　大学講師による出前講座や実践的研修等を通して、わかりやすい防災教育を実施

27 赤ちゃん授業委託 ７６０

27
　中学生が赤ちゃんとふれあうことにより、命の大切さを学ぶ

28 小中学校GIGAスクール構想推進事業 ７１,４４０

28

　教育ICT環境を整備し、多様な児童生徒を誰一人取り残すことなく、資質・能力が一層確実に育成で
きる環境を整える
　GIGAスクールサポーター兼ICT支援員配置　４人、タブレット端末修繕料等、学習支援ソフト使用
料、フィルタリングソフト使用料等、指導者用デジタル教科書使用料（クラウド版）、校務用パソコン
更新、学校用サーバー更新

29 就学援助費 ７９,０００

29
　小学校40,000、中学校39,000

29
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29　　　　　 　（生涯学習課）
30 (新) 公民館LED照明灯設置等委託業務（自己所有型ESCO事業） ６８,８００

30

　施設の照明器具のLED化及び空調機器の改修、太陽光発電設備・蓄電池の導入により、省エネ化及び
脱炭素化と避難所としての機能強化を図る。ESCO事業を用い民間事業者のノウハウを活用
　・見能林公民館（LED化、空調機器改修、太陽光発電設備・蓄電池の導入）
　・福井公民館（LED化、空調機器改修）

31 (新) 公民館スマートロック設置等事業 ４,９４０

31

　鍵管理の省人化による管理コストの削減と地域住民の利便性の向上を図る。　14公民館
　ドアに暗証番号式電子錠を取り付け又は鍵を保管した暗証番号式の鍵ボックスを設置（いずれもWi-
Fiに接続）　暗証番号の有効期間を日時で指定。パソコン等により遠隔管理

32 二十歳の集い運営費 ２,４６０

32
　(参考)R6年度（R7.1.12開催）該当者647人（出席者534人）、文化会館で2部制で挙行

33 社会教育推進事業 ５,７５５

33

　（各公民館で実施）生涯学習事業、パソコン教室、子ども地域活動支援事業、人権啓発事業、地域
NPO連携地域学習支援事業等

34 放課後児童クラブ運営費 ２０１,４８７

34
　児童クラブ運営委託費補助対象：国1/3　県1/3

35 児童館管理運営費 ２８,５４４

35
　児童館〈５箇所〉　羽ノ浦西、羽ノ浦南、羽ノ浦さくら、黒地、中野島

36 (更新) 公民館施設改修工事 １０,４００

36
　中野島公民館外部改修工事

36

36　　　　　 （人権教育課）
37 (新) 教育集会所フェンス整備事業 ３,０００

37
　本庄教育集会所グラウンド（用水沿い）フェンスの金網破損のため

38 人権ふれあい子ども会活動 ３２,７４３

38
　人権ふれあい子ども会指導員7人　　子ども会指導員1人　　計8人

39 阿南市人権教育協議会委託事業 ９,８００

39
　14支部

39

39　　　　　 　　（スポーツ振興課）
40 (新) あなんキッズスポーツフェスタ【合併20周年記念事業】 ５００

40

　未就学児を対象に、「走る」「跳ぶ」「投げる」「踊る」など基本的な動作に主眼を置いた様々なス
ポーツを体験してもらい、「達成感」や「成功体験」を得ることによって、スポーツを好きになっても
らう。

41 (新) 拾い箱設置事業 ３０８

41

　Ｂ＆Ｇ財団助成事業として、「拾い箱」を設置することで、一時的な海岸清掃にとどまらず、地域住
民をはじめ海を訪れた方々が漂着ごみを回収できる環境を整える。

42 春日野体育館庇修繕 １,９００

42
　体育館北西側の出入り口付近の庇を修繕

43 春日野グラウンド除草委託料 ４００

43
44 (継・新) ネーミングライツ備品整備事業 １,５０７

44
　スポーツ総合センター「しんきんサンアリーナ」のネーミングライツ収入により、備品を更新

45 (更新) 体育施設照明設備改修事業 ６１,０００

45
　羽ノ浦小学校　３９，０００　　長生小学校　２２，０００　
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46 長距離選手育成事業補助 ２,０００

46
　駅伝選手強化補助

47 那賀川流域センチュリーラン補助 １,０００

47
48 新野町スポーツ振興基金事業補助 １,０００

48

　新野体協事業補助金（Ｈ２５．３ 新野体育協会法人解散に伴う寄附金２，５００万円を原資に基金
造成）

49 B＆G海洋センター複合型施設指定管理者業務委託 ８,８００

49
　指定管理者：株式会社 linkworks　R5.4.1～（３年間）

49 羽ノ浦スポーツセンター管理経費
49
50 (継・更新) スポーツ総合センター指定管理者業務委託 ６０,５００

50
　指定管理者：ＯＫスポーツクラブ株式会社（旧岡田企画株式会社）　R7.4.1～（３年間）

51 県南部健康運動公園管理経費 ７４,０９２

51
　野球場、陸上競技場、テニス場、屋内多目的施設等の管理経費

51

51　　　　　 （学校給食課）
52 (新) 学校給食センター施設整備事業 １３,２３０

52
　第一学校給食センター給湯配管改修工事、監理補助業務委託

53 学校給食センターESCOサービス事業 １６,５００

53

　第一、南部学校給食センターにおいてESCOサービス事業を活用し、設備更新及び管理経費の低減を図
る。R5～15

54 南部学校給食センター調理等業務委託 ５３,９８８

54
　行財政改革の民間委託等の検討・推進の方針に基づき、給食調理業務の民間への委託

55 (更新) 学校給食センター設備整備事業 ２８,０００

55

　第一学校給食センター炊飯システム更新（3年間で年次的に更新　1期目）
　南部学校給食センター炊飯ライン機器更新（3期目）

56 学校給食事業特別会計繰出金 ４７,７０１

56

　自主流通米使用に対する差額補助、幼稚園給食費無償化に伴う負担分
　【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当分】
　　　物価高騰対策（給食費小中31円、幼稚園25円値上げ分を公費で負担）
　　 （新）自主流通米の価格高騰に対する補助

56

56　　　　　　　　　　　 （青少年健全育成センター）
57 いじめ対策事業 ２,１２８

57
　いじめ対策チーム班長１人　   （青少年健全育成センター内）

57

57　　　 （図書館）
58 (新) 図書館整備事業 ９７,２３５

58

・プロポーザル費用　４３５（委員報償費２６９、旅費１６６）　・消耗品　１００
・地質調査委託料　２５，７００
・基本実施設計等業務委託料　７１，０００
　［Ｒ８債務負担行為限度額：２２４，９００］

59 (継･新) 阿南図書館除却事業 １６１,３５１

59

　S55.12.1竣工　RC3F　延床面積：1,549.20㎡　敷地：1,714.52㎡
債務負担　R6～R7年度　契約額Ｒ７分　施工監理3,416　解体工事費157,935
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60 (更新) 那賀川図書館書架天板修繕 ２００

60

　児童書等を収納している書架の天板部分が直射日光（紫外線）により剥げており、老朽化によりひび
割れも激しいため修繕

61 (更新) 図書館システム用機器更新 ３,２９０

61

　ＰＣ１４台（那賀川６、羽ノ浦４、カウンター２、国会デジタル用図１、移動図書館１）とバーコー
ドリーダー及びシステム用プリンタの更新

62 (継） 那賀川図書館ESCOサービス事業 ２,４００

62
ESCOサービス事業を活用し設備更新及び管理経費の低減を図る　R4～R15

63 図書館図書等購入 １１,０００

63
64 ブックスタート費用 ６１０

64
Ｈ１６～　４か月健診時にバッグと絵本を２冊セットで保護者にプレゼント

65 図書館図書等郵送貸出サービス １２

65
心身障害者用ゆうメールを活用した貸出サービス

66 図書館まつり開催関連経費 ５００

66
イベント委託４００等

66

66　　　　　 　（科学センター）
67 (更新) 科学センター施設改修事業 １０,２００

67
　観察実験室屋上防水改修工事

68 科学センターESCOサービス事業 １６,５００

68
　科学センターにおいてESCOサービス事業を活用し設備更新及び管理経費の低減を図る　R5～15

69 菖蒲園管理関連経費 ２８０

69
　那賀川町の菖蒲園閉園に伴い、科学センターで菖蒲の管理を行う

70 科学センター学習事業 １８,５５８

70

　科学センターでの理科学習授業（小学校3～6年生、中学校3年生）
　バス借り上げ料　サマーサイエンススクール　ほか

71 (改) 科学の祭典 １,０００

71

　R7年度より、こどもフェスティバル（生涯学習課）と科学の祭典（科学センター）を一本化し、科学
センターで予算を計上

71

71　　　　　 （教育研究所）
72 外国青年招致事業 ２６,３２７

72
　外国語指導助手　4人（うちJET3人）　外国語指導補助員　2人

73 (拡) 教育支援教室推進事業 １４,４１３

73

　不登校支援コーディネーターの配置
　学校や家庭を訪問し、支援が必要な児童生徒に多様な居場所の周知や自立に向けての
支援の充実を図るため支援コーディネーター（会計年度任用職員1人）を配置
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(単位：千円)

11　水道部
1 水道事業会計繰出金 ４２,９０２

1
　伊島、新野簡易水道等

1

12　消防本部
1 (新) 予防情報システム（ベストル１１９Ｌｉｇｈｔ） ２,１９８

1

　「防火対象物」と「危険物施設」の台帳管理、申請・届出管理、点検・検査状況等をデータベース化
し、様々な活用を可能にするシステムを導入する。本システムで一括管理した情報を共有することで、
様々な事故・災害現場での安全で迅速な活動に役立てていく。
・データ成形加工及びデータ移行委託　２，０００　　システム使用料　１９８（Ｒ８.１～３）

2 (新) ＧＰＳトラッカー導入 ２７

2

　本署２台、南出張所１台、西出張所１台の計４台の救急車に導入。
救急車の位置情報を正確かつ素早く送信でき、ドクターカーと最短でドッキングすることができるな
ど、人命救助に寄与

3 (新) 女性仮眠室整備・改修事業 ８４０

3 　

4 (継) 災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車整備　　　　 ２６９,８６３

4

　阿南市内における建物の高層化に対応するため現在の３０ｍ級から４０ｍ級へ更新
➥Ｒ６に債務負担行為設定済 Ｒ７限度額：２７３，０００

Ｒ７.９月　納車予定

5 (継) 救助用半長靴購入事業 ４,８９６

5
　災害現場における消防団員の安全確保のためＲ６～Ｒ７の２か年で購入

6 救急安心センター事業(♯7119)負担金 ７４４

6
　体調不良時等に救急車の要請や医療機関受診が必要かどうかなど判断に困った時に相談

7 消防団員運営事業 ５７,６２７

7
　団員報酬及び災害出動手当等を国基準まで引き上げ　Ｒ５年度～

8 消防施設整備事業 ９,３４０

8

　消防団詰所改修整備１棟（那賀川６班改修設計）、防火水槽補修工事（有蓋化）、
小型動力ポンプ３台（新野６班、加茂谷５班、加茂谷４班）

9 ドローン運用関連経費 ２１８

9
　消防本部における災害対応能力向上のため消防庁より災害対応ドローンを無償配備（Ｒ５.３）
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(単位：千円)

13　会計課・議事課・農業委員会・選挙管理委員会

　（会計課）
1 指定金融機関公金取扱業務における手数料 ２１,３１０

1

　収納手数料 令和6年4月～1行分発生　令和7年4月～2行分発生
　振込手数料 令和6年10月～1行分発生　令和7年4月～2行分発生

2 地方公会計財務書類作成等支援業務委託 １,０９６

2

2 　　　（議事課）
3 議会及び委員会インターネット映像配信事業 １,６５０

3
　議会及び委員会の模様をインターネットでライブ配信や録画映像の閲覧が可能

4 議会だよりの発行 ３,３１６

4
　「議会だより」年５回発行（30,800部）　　Ｒ３～　全頁カラー

5 議会ペーパーレス化関連経費 ３９６

5

5 　　　　　（農業委員会）
6 (新) 中国・四国ブロック農業委員会女性委員研修会 ８２

6

　中国・四国ブロックの女性農業委員が一堂に会し、農地利用の最適化を通じて豊かな農村を守り、地
域農業を元気にしていくための委員活動の礎となる研修会を開催

7 耕作放棄地全体調査事業 ５００

7
　調査員報償

8 農業委員会だより印刷・製本 ３３０

8
　（８，０００部、年２回発行）

8

8 　　　　　　　（選挙管理委員会）
9 選挙啓発費 ５９

9

　明るい選挙推進協議会総会　　出前授業開催
Ｒ６．１０．１時点　名簿登録者数58,471人　男28,279人　女30,192人

10 参議院議員選挙費 ３７,７９５

10
11 市議会議員選挙費 ６３,９８２

11
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